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第２章 災害予防計画 
 

第１節 方針 
     《危機管理室》 

 

第１ 計画及び事業推進 

この計画は、災害の発生を未然に防止するとともに、被害の拡大を未然に防止する

ために必要な諸事項について規定するものであり、その内容については以下の各節に

定めるところによる。 

また、日頃から地域の防災力を高めるとともに、災害時には被害を最小限に抑える

ことができるように体制整備に取り組み、災害に強く安心して生活できるまちづくり

を進めていくため、市民に対する防災意識の普及や市民・事業者・行政が連携した防

災訓練等に取り組むとともに、災害時に迅速かつ円滑に災害対策を行うことのできる

情報収集・連絡体制の整備などに平時から取り組むこととする。 

 

第２ 市民と行政が一体となった取組 

災害に強いまちづくりは、行政機関・公的機関の責務として取り組まなければなら

ないものであるが、自らの命は自らが守る（自助）、自分たちのまちは自分たちで守

る（共助）、防災の主体は市民自身である、という市民の自覚があってこそ実現でき

るものである。 

したがって、「災害に強いまちづくり」のアプローチとして、「防災まちづくり」

及び「市民と行政の役割分担」を前提にするものである。 

１ 防災まちづくり 

地域社会で住民が主体となって取り組む、防災を主目的としたまちづくり活動を

「防災まちづくり」と定義し、すべての市民が安全で快適に暮らせる社会、そして、

豊かな人間性をはぐくみ、人が輝く社会を築き、心のよりどころとなり、誇りの持て

る広島の創造をその目標とする。 

２ 市民と行政の役割分担 

災害予防における市民と行政の役割分担について、災害が起きる前から起きた後ま

での時系列ごとに整理すると、次のとおりとなる。 

⑴ 災害による被害を出さないために 

区  分 市  民 広 島 市 

個別建築

物 等 の 

整 備 

○所有・管理する建築物の耐震診

断・耐震改修・防火構造化、地下

空間への浸水防止 

○家具・備品等の転倒防止・落下

防止 

○屋外広告物・窓ガラス・瓦等の

落下防止 

○ブロック塀・門柱等の転倒防止 

○土砂災害特別警戒区域におけ

る建築物の安全確保又は移転 

○市有建築物・構造物の耐震診断・耐震改修・防火

構造化、地下空間への浸水防止 

○民間建築物耐震診断・耐震改修設計・耐震改修補

助制度の実施 

○民間建築物の耐震化に対する助言・指導 

○市有建築物の備品の転倒防止・落下防止 

○窓ガラス・瓦等の落下防止 

○ブロック塀・門柱等の転倒防止 

○土砂災害特別警戒区域における建築物の構造規

制等 

市街地等

の 整 備 

○防災まちづくり事業への取組 

 

○土地区画整理事業・市街地再開発事業等の推進 

○道路・公園等の整備 

○防火地域・準防火地域の適正な指定 

○公共下水道（雨水排水）等の整備 

○河川改修事業・砂防事業等の促進 

○開発許可制度による規制・誘導 

 



 

12 

⑵ 災害による被害を軽減するために～人命救助・救護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 災害による被害を軽減するために～消火活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 安全に避難するために 

⑸ 避難所での円滑な生活を過ごすために 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 市  民 広 島 市 

資機材等の 

整 備 

○救急セット（包帯・三角巾・消毒薬等）

の整備 

○救助隊・救急隊の整備 

○医療・救護体制の整備 

○自主防災組織用救助資機材の配備 

訓 練 等 の 

実 施 

○救助資機材を用いた救助訓練の実施 

○応急手当訓練の実施 

○救助訓練に対する助言・指導 

○応急手当講習の開催 

協力体制の

整 備 

○近隣の要配慮者の把握 ○他の地方公共団体等との応援協定の締結 

○民間団体等との協力協定の締結 

○要配慮者情報の把握体制の整備 

そ の 他 

 ○災害情報の収集・分析・連絡体制の整備 

○建築物応急危険度判定士の育成 

○専門家等との連携体制の確保  

区  分 市  民 広 島 市 

資 機 材 等 の 

整 備 

○消火器の整備 

○バケツ等の共同整備 

○自衛消防隊の編成・資機材の整備 

○消防力の整備 

○消防水利の多様化 

訓 練 等 の 

実 施 

○消火器・バケツリレー等による消火訓

練の実施 

○自衛消防隊の消火訓練の実施 

○消火訓練に対する助言・指導 

協 力 体 制 の

整 備 

○自主防災組織と事業所との応援協定

の締結 

○他の消防本部等との応援協定の締結 

 

区  分 市  民 広 島 市 

資機材等の 

整 備 

○携帯ラジオ・懐中電灯等の整備  

訓 練 等 の 

実 施 

○避難誘導訓練の実施 

○避難場所等・避難経路等の確認 

○避難誘導訓練に対する助言・指導 

協力体制の

整 備 

○自主防災組織と事業所等との応援

協定の締結 

○近隣の要配慮者の把握 

○土砂災害警戒区域における警戒避

難体制の整備 

○民間団体等との協力協定の締結 

○要配慮者情報の把握体制の整備 

○土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整

備 

そ の 他 

○家族等との緊急時連絡方法等の確

認 

○災害情報の提供体制の整備 

○避難場所等・避難路の整備 

○市民の防災意識の啓発  

区  分 市  民 広 島 市 

市街地等の 

整 備 

 ○輸送拠点の整備 

○緊急輸送道路の整備 

資機材等の 

整 備 

○食料・飲料水、衣類等の非常持

ち出し品の準備 

 

 

○食料・生活必需品の備蓄及び調達体制の整備 

○応急給水体制の整備 

○ごみ処理体制・し尿処理体制の整備 

○保健衛生体制の整備 

○被災者の心身の健康保持体制の整備 

訓 練 等 の 

実 施 

○指定避難所運営マニュアルの検

証訓練の実施 

○指定避難所運営マニュアルの検証訓練に対する

助言・指導 

協力体制の

整 備 

○指定避難所運営マニュアルの検

証訓練の実施 

○災害ボランティア活動への参加 

○指定避難所運営マニュアルの整備に対する助

言・指導 

○災害ボランティアとの連携・支援体制の整備 
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⑹ 正常な市民生活の回復のために 

 風水害予防計画 
 

第１ 洪水予防対策 

１ 河川の状況《下水道局河川防災課》 

区 

分 
河 川 名 延 長 

管 

理 
摘    要 

区 

分 
河 川 名 延 長 

管 

理 
摘    要 

一 

 

 

 

 

 

級 

 

 

 

 

河 

 

 

 

 

 

川 

 
太田川 
 
 
天満川 
旧太田川 
元安川 
古川 
根谷川 
三篠川 
戸坂川 
京橋川 
猿猴川 
府中大川 
中山川 
戸坂川 
二又川 
三滝川 
八幡川 
八幡川放水路 
山本川 
東山本川 
安川 
奥畑川 
大塚川 
新安川 
吉山川 
高山川 
小河内川 
鈴張川 
行森川 
大毛寺川 
根谷川 
南原川 
桐原川 
山倉川 
矢口川 
諸木川 
落合川 
奥迫川 

km 
73.80 

 
 

6.40 
8.67 

   5.40 
   7.20 

5.45 
9.45 

   0.10 
   6.20 
   5.50 
   5.50 
   2.00 

1.37 
   1.10 

0.32 
1.35 
1.19 

   3.10 
0.45 

   5.00 
   3.80 

2.94 
   0.60 
  21.20 
   1.90 

   12.50 
   5.50 
   4.00 
   5.30 

11.45 
   7.70 
   2.50 

0.94 
1.15 
3.20 

   1.20 
0.75 

 
国 
 
 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
県 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

 
東区､西区､安佐 
南区､安佐北区、 
佐伯区 
中区、西区 
中区､西区､東区 
中区､南区 
安佐南区 
安佐北区 

〃 
東区 
中区､東区､南区 
南区 
東区､南区 
東区 
東区 
東区 
西区 
西区 
西区 
西区､安佐南区 
安佐南区 

〃 
〃 
〃 
〃 

安佐南区、安佐北区 
安佐北区 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

一 
 
 
級 
 
 
河 
 
 
川 

 
小河原川 
麻下川 
湯坂川 
三篠川 
河津川 
関川 
栄堂川 
御幸川 
堂の迫川 
前原川 
水内川 
伏谷川 
打尾谷川 

km 
   4.00 
   2.50 
   3.40 
  32.95 
   4.40 

   13.70 
   8.90 

1.82 
0.59 
1.40 

22.10 
4.60 
8.43 

 
県 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

 
東区､安佐北区 
安佐北区 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

西区 
安佐南区 
 〃 
佐伯区 
 〃 
 〃 

二 
 
級 
 
河 
 
川 

八幡川 
瀬野川 
畑賀川 
熊野川 
矢野川 
尾崎川 
石内川 
岡ノ下川 
梶毛川 
木末川 

   21.50 
  22.50 
   3.30 

   14.20 
   3.20 
   1.85 

8.73 
2.79 
5.50 
5.13 

県 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

西区、佐伯区 
南区、安芸区 
安芸区 

〃 
〃 
〃 

佐伯区 
〃 
〃 
〃 

準 
用 
河 
川 

寺山川 
岩上川 
榎山川 
中道川 
堀川 

   0.90 
1.53 
0.66 
0.68 
2.52 

市 
〃 
〃 
〃 
〃 

東区 
安佐北区 
安芸区 
佐伯区 
中区 

普 
通 
河 
川 

中山川ほか
655 河川 

  541.06 市 

東区 
南区 
西区 
安佐南区 
安佐北区 
安芸区 
佐伯区 

（注）延長は、市域外も含む河川の総延長 

区  分 市  民 広 島 市 

ライフライン 
の 復 旧 

 ○ライフライン復旧体制の整備 

応 急 仮 設 
住宅の設置 

 ○応急仮設住宅の設置場所の適地選定 

生活の援護 
○現金・貯金通帳・印鑑・保険証等の非常
持ち出し品の準備、保険・共済への加入 

○罹災証明書の発行体制の整備 
○災害救助法等に基づく援護施策の実施 

被災地域の 
復旧・復興 

○被災地域の復旧・復興事業への協力及び
被災建築物等の再建 

○被災した公共施設の早期復旧 
○被災地域の復旧・復興事業の実施 
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２ 河川の改修 

⑴ 太田川の改修《国土交通省中国地方整備局太田川河川事務所》 

ア 下流デルタ域 

(ア) 放水路 

放水路工事は、昭和７年度から着工し、己斐・福島地区の掘削、浚渫、護岸

等の一部が施工され、戦争による中断後、昭和 21 年から再開されたが、用地

買収、漁業補償問題等が難航した。しかし、昭和 26 年から 30 年にかけて、こ

れらも順次解決し、その後は工事も順調に進み、昭和 40 年には、分派口の放

水路可動堰（祇園水門）及び本川側分水堰（大芝水門）等の建設工事がそれぞ

れ完成し、昭和 40 年５月に待望の通水を行い、現在は護岸、床止など一部を

残して完成に至っている。 

(イ) 市内派川（旧太田川、天満川、元安川） 

市内派川については、昭和 45 年に旧太田川、同 46 年に天満川、同 47 年に

元安川が国管理区間に編入された。これらの派川のほぼ全区間が高潮の影響を

受けるため高潮対策事業として改修を促進している。 

イ 下流部 

昭和 18 年 9 月、同 20 年 9 月の再度にわたる出水により、昭和 21 年度から可

部地区の改修に着手したが、重点が放水路に置かれていたため、下流部の改修は

遅れ気味であった。放水路通水後の昭和 41 年度からは小田、川内、東原、矢

口、温井地区の改修が促進され、派川古川の締切りも昭和 44 年度をもって完了

した。 

その後、堤防の強化を図るため、高水護岸等の整備を行っている。 

ウ 中流部 

昭和 47 年 7 月の洪水による大災害を契機に、昭和 50 年 4 月、同 51 年 5 月及

び同 52 年 4 月の３回に分けて、国管理区間に編入された。この区間は未改修地

区を多く残しており、谷底平野の集落を守るため築堤護岸を施工することとし、

緊急を要する箇所より逐次改修を進めている。 

エ 支川 

三篠川は、昭和 40 年 6 月、同年 7 月の再度にわたる大災害のため、昭和 40 年

に緊急３箇年計画を策定して、災害復旧との合併施工により、本格的な改修を行

い、下流地区の築堤護岸は既に完成しており、現在は、昭和 42 年に区域延長に

なった上流地区に築堤護岸を施工している。 

根谷川は、可部町周辺の宅地化に対処して昭和 43 年度より本格的な改修工事

に着手した。現河道は極めて狭小であるうえ、堤防が低く老朽が著しいので大幅

な引堤を行うとともに、築堤護岸の施工を促進している。 

古川は、従来太田川の洪水流の分派流路的役割を果たしてきたが、昭和 44 年

に分派点が締切られ、その役割を終えたことから、安川合流点より上流部は、周

辺の都市化の進む中で、都市河川として必要な緑地空間の形成及びレクリエーシ

ョンの場を提供するための改修を進めている。一方、安川合流後の下流部は築堤

護岸を施工している。 

オ 太田川計画高水流量 

平成 19 年の太田川河川整備基本方針の施行にともない、基本高水はそのピー

ク流量を基準地点玖村において 12,000 ㎥/s とし、このうち流域内の洪水調節施

設により 4,000 ㎥/s を調節し、河道への配分量を 8,000 ㎥/s とした。計画高水

流量は、加計において 3,900 ㎥/s とし、下流支川と合わせ、可部において 6,700

㎥/s、さらに、支川三篠川、根谷川からの流量を合わせ、基準地点玖村において

8,000 ㎥/s とし、大芝において旧太田川に 3,500 ㎥/s を分派し、太田川（放水

路）は河口まで 4,500 ㎥/s とした。なお、支川の計画高水流量は三篠川におい

て 1,850 ㎥/s、根谷川において 850 ㎥/s、派川の古川において 570 ㎥/s とし

た。 
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⑵ 県管理河川の改修《県河川課》 

ア 一級河川 安川 

安川流域は、本市のベッドタウンとして加速度的に宅地開発が進められ、開発

に伴う流路の是正及び河積の拡大は重要な課題となっている。このため、古川合

流点から大塚川合流点までの約 7,900m を対象に、安川下流地点における計画高

水流量 450 ㎥/s として改修を進めている。 

イ 一級河川 三篠川 

三篠川は、上流部は県知事が管理、下流部は国土交通大臣が管理している。県

管理区間については、平成 30 年 7 月豪雨の被害を踏まえ、流下能力の不足する

区間の合計約 9,800m（うち平成 30 年 7 月豪雨の改良復旧区間約 7,500m）を対象

に，三田橋地点における計画高水流量 1,200 ㎥/s として改修を進めている。 

ウ 一級河川 小河原川 

小河原川は、東区と安佐北区を流下し、三篠川へ合流する河川であり、流域の

開発に伴い整備が重要な課題となっている。  

そのため、平成 9 年度より東区の計画区間約 1,500m を対象に、広島市が計画

高水流量 100～140 ㎥/s として改修を進めている。 

エ 一級河川 府中大川 

府中大川は、東区から安芸郡府中町、南区を流下し、猿猴川へ合流する河川で

あり、流域の重要度の高い都市河川としての整備が重要な課題となっている。  

現在、上流の約 750m の区間について、計画高水流量 100 ㎥/s として改修を進

めている。 

オ 一級河川 鈴張川 

鈴張川は、安佐北区を流下し、太田川へ合流する河川であり、流域の開発に伴

い整備が重要な課題となっている。 

そのため、計画区間の合計約 2,540m を対象に計画高水流量 260～350m3／s と

して改修を進めている。 

⑶ 準用河川の改修《下水道局河川防災課》 

本市が管理する準用河川は、５河川（寺山川、岩上川、榎山川、中道川、堀川）

で、総延長は 6,290ｍである。 

単位：㎥/s
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寺山川は、東区福田地区を流下し、一級河川小河原川に流入する流域面積 1.63

㎢、流路延長 900ｍであり、岩上川は、安佐北区岩上地区を流下し、一級河川落合

川に流入する流域面積 1.29 ㎢、流路延長 1,530ｍであり、榎山川は、安芸区瀬野

川地区を流下し、砂防指定地内河川榎山川に流入する流域面積 3.16 ㎢、流路延長

660ｍであり、中道川は、佐伯区五日市地区を流下し、砂防指定地内河川野登呂川

に流入する流域面積 0.29 ㎢、流路延長 680ｍであり、これらの流域は、近年急速

に市街化が進み、流出量の増大が予想されている。 

このような現状に対処するため、昭和 62 年度より寺山川、平成元年度より岩上

川、平成２年度より榎山川・中道川について準用河川改修事業による整備に着手

し、すべての河川において改修を完了した。 

⑷ 普通河川の改修《下水道局河川防災課》 

本市が管理する普通河川は、655 河川で総延長は約 541 ㎞(令和 6 年 4 月 1 日現

在)ある。これらの河川のうち約 5 割は、河積が狭く、かつ、自然護岸で蛇行して

いるため流下能力が低く、溢水や護岸崩壊による災害が発生し、農耕地等に被害を

与えている。 

こうした状況に対処するため、「水防上重要な場所」を重点として整備のために

必要な調査を行い、緊急性を考慮しながら時間雨量 79.2 ㎜の降雨に対応できるよ

うに改修するものとする。なお、改修予定については、水防計画（附表）の「水防

上重要な場所」に定めるところによる。 

⑸ ため池の整備《経済観光局農林整備課》 

明治時代から昭和初期にかんがい用として作られたため池のほとんどが土堰堤で

あり、時間が経過し、老朽化している可能性が高くなっている。このため、措置が

必要なため池については、低水管理等の対策を管理者に指導する。 

⑹ 流域治水の取組《下水道局河川防災課》 

気候変動により、近年、頻発・激甚化する水災害に対応するため、一級・二級河

川を対象として、流域治水プロジェクトが策定されたことに伴い、流域全体のあら

ゆる関係者が連携の下、河川改修をはじめとする様々な治水対策に取り組んでい

る。 

３ 警戒避難体制の整備《下水道局河川防災課、危機管理室災害予防課、危機管理室災

害対策課、各区地域起こし推進課》 

⑴ 警戒避難体制 

水防法に基づき、国土交通大臣又は県知事により指定を受けた洪水予報河川又は

水位周知河川における洪水浸水想定区域については、円滑、かつ、迅速な避難を確

保するために、当該区域ごとに次の事項を定めるとともに、市防災情報共有システ

ム、地理情報システム（ＧＩＳ）、ハザードマップの活用による防災情報の発信等

により住民への周知を図る。 

ア 洪水予報等の伝達方法及び避難場所等 

イ 地下街等又は社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を

要する者が利用する施設（以下「要配慮者利用施設」という。）で当該施設の利

用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められる施設の

名称及び所在地（資料編２－２－２） 

なお、対象となる地下街等及び要配慮者利用施設は次のとおりとし、これらの施

設（所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員（要配慮者利用施設については自

衛水防組織が設置された場合）に限る。）への洪水予報等の伝達方法は、広島市防

災情報メール配信システム等による。 

【対象となる地下街等】 

 

 

 

 

  

１ 地下街及び地下で地下街に接続する施設 

２ 地下で地下道に接続する施設及び当該地下道 
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【対象となる要配慮者利用施設】 

利用者の多くが要配慮者（高齢者、障害者、判断能力が不十分である未成年者等）

であり、避難情報発令時において、施設管理者が利用者を避難場所まで誘導する必要

がある施設（相談、レクリエーション事業のみの施設は除く。）を対象とする。 

対象となる要配慮者利用施設の区分は、次のとおり。 

 

⑵ 避難確保・浸水防止計画の作成等 

資料編２－２－２に掲げる地下街等の所有者又は管理者は、単独で又は共同し

て、国土交通省令で定めるところにより、利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難

の確保及び洪水時等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計

画（以下「避難確保・浸水防止計画」という。）を作成し、これを市長に報告する

とともに公表する。 

また、当該地下街等の所有者又は管理者は、避難確保・浸水防止計画に基づき、

利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止のための

訓練を行うとともに、自衛水防組織を置き、当該自衛水防組織の構成員その他の国

土交通省令で定める事項を市長に報告する。 

【避難確保・浸水防止計画に定めるべき事項（水防法施行規則第１２条）】 

ア 洪水時等の防災体制に関する事項 

イ 利用者の洪水時等の避難の誘導に関する事項 

ウ 洪水時等の浸水防止に関する事項 

エ 洪水時等の避難の確保及び洪水時等の浸水防止を図るための施設の整備に関す

る事項 

オ 洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項 

カ 自衛水防組織の業務に関する事項 

(ｱ) 水防管理者その他関係者との連絡調整、利用者が避難する際の誘導、浸水の

防止のための活動その他の水災による被害の軽減のために必要な業務として自

衛水防組織が行う業務に係る活動要領に関する事項 

１ 社会福祉施設 

 ⑴ 養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、生活支援ハウス、有料老人

ホーム、サービス付き高齢者住宅 

 ⑵ 通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所、短期入所生活介護事業所、短期入

所療養介護事業所、特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型通所介護事業所、認知

症対応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護

事業所、地域密着型特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護事業所、複合型サービス事業所（看護小規模多機能型居宅介護事業所）、介

護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、１日型デイサ

ービス事業所、短時間型デイサービス事業所 

 ⑶ 療養介護事業所、生活介護事業所、短期入所事業所、共同生活援助事業所、自立訓練

事業所、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、障害児入所施設、児童発達支援事

業所、医療型児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、障害者支援施設、地

域活動支援支援センター、福祉ホーム、身体障害者福祉センター、日中一時支援事業所 

 ⑷ 救護施設 

 ⑸ 原爆養護ホーム 

 ⑹ 保育所、認定こども園、事業所内保育事業所、小規模保育事業所、認可外保育施設 

 ⑺ 助産施設、乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立

支援施設、児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）、ファミリーホーム、児童相談所 

 ⑻ 児童館、放課後児童クラブ 

２ 学校 

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、高

等専門学校、専修学校（高等課程を置くものに限る。） 

３ 医療施設 

病院、診療所（入院病床を有するものに限る。）、助産所（入院病床を有するものに限

る。） 

４ その他 

  青少年教育施設（宿泊施設に限る。） 
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(ｲ) 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関する事項 

(ｳ) その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項 

キ 上記に掲げるもののほか、地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難

確保及び洪水時等の浸水防止を図るために必要な措置に関する事項 

【自衛水防組織の設置に係る報告事項（水防法施行規則第１５条）】 

ア 統括管理者の氏名及び連絡先 

イ 自衛水防組織の内部組織の編成及び要員の配置 

ウ 洪水予報等の伝達を受ける構成員の氏名及び連絡先 

 本市は、避難確保・浸水防止計画の作成・見直しや訓練実施、自衛水防組織の

設置等の自衛水防の取組を推進するため、当該地下街等の所有者又は管理者に対

して、必要な指導・支援を行うとともに、報告された避難確保・浸水防止計画を

ホームページ等で公表する。 

⑶ 避難確保計画の作成等 

資料編２－２－２に掲げる要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省

令で定めるところにより、利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るた

めに必要な訓練その他の措置に関する計画（以下「避難確保計画」という。）を作

成し、これを市長に報告する。 

また、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画に基づき、利

用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行い、その結果を市長

に報告するとともに、自衛水防組織を置くよう努める。 

本市は、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行う。 

 

（資料編） ２－２－１ 準用河川・普通河川の現況 

 ２－２－２ 水防法第１５条第１項第４号に規定する施設 

 

第２ 高潮・津波災害の予防対策 

広島港における海岸、河川の護岸について国・県・市が連携して整備を推進する。

また、国、県の港湾、河川部局等がその整備（管理）を担当していることから、本市

及び各機関は相互に、各施設の整備に関する情報等を正確に把握、共有し、平常時か

ら担当者会議の開催等により連携して、災害に適切に対応できる体制を整備する。 

１ 太田川高潮対策事業《国土交通省中国地方整備局太田川河川事務所》 

太田川河口に形成されたデルタ市街地は古くから高潮による被害が多く発生してい

る。昭和初頭から始められた河川改修工事は放水路を主として施工されたため市内派

川の堤防は劣弱であり、一たび大規模な高潮が来襲すれば、その被害は想像を絶する

ものがある。 

本事業は、本市に伊勢湾台風級の台風が最悪のコースを通って来襲しても安全に対

処し得るように、太田川放水路、天満川、旧太田川、元安川に高潮堤を建設し、併せ

て都市河川の環境を整備するものである。 

堤防法線は原則として現河岸に沿うが、洪水能力の不足する箇所等については法線

の是正を行う。河幅の余裕のある下流部は背後地の状況を勘案して表腹付とする。旧

太田川下流部において昭和 55 年度より工事に着手し、引き続き施工中である。 

２ 広島港海岸保全施設整備事業 

⑴ 国施行事業《国土交通省中国地方整備局広島港湾・空港整備事務所》 

平成 17 年度より、南観音、江波、吉島、船越、矢野の 5 地区について、新たに

国直轄事業を導入し、広島港の高潮対策の整備促進を図っている。 

⑵ 県施行事業《県港湾漁港整備課》 

広島港の高潮対策（海岸保全施設整備事業）については、国（国土交通省）の海

岸事業第１次五ケ年計画（Ｓ45～Ｓ49）に基づき、海岸管理者である県において既

往最高潮面（＋4.61）に余裕高を加えた天端高（＋5.5～6.0）で観音、江波、吉

島、出島、宇品、元宇品、似島地区の護岸を整備した。 
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第２次５カ年計画（Ｓ51～Ｓ55）からは、伊勢湾台風級の大型台風が当地域に来

襲した場合を想定した天端高（＋6.0～8.2）により、国とも協議を行いながら、嘉

永、住吉桜尾、美濃里、江波、吉島、出島、宇品、元宇品、丹那、船越、矢野、

坂、似島の各地区において整備を推進してきた。 

現在は、平成 11 年の台風 18 号及び平成 16 年の台風 18 号で被害があり、緊急性

の高い地区から順次整備を進めている。 

なお、近年における高潮被害の実態を考慮して、平成 12 年度に台風通過ルート

を再検討したこと、及び最近の潮位上昇に伴い平成 15 年度に基準水面を変更した

ことにより、天端高（＋6.1～8.3）の見直しを行った。 

県整備実施地区：廿日市南、江波、元宇品 

３ 一級河川京橋川・猿猴川・府中大川高潮対策事業《県河川課》 

広島の市街地は太田川の形成するデルタ上にあり、海の埋立てによって発展してき

た。従って市街地の標高も低く、高潮の起こりやすい地形でもある。 

本事業は、堤防方式により高潮被害から市街地と住民の生命、財産を守り、国土の

保全を図るものである。京橋川左岸 5,400ｍ、右岸 5,100ｍ（天端高Ｔ．Ｐ＋5.0ｍ、

御幸橋より下流はＴ．Ｐ＋5.40ｍ）、猿猴川左岸 5,500ｍ、右岸 6,200ｍ（天端高

Ｔ．Ｐ＋5.0ｍ） 、府中大川左右岸各 1,200ｍ（天端高Ｔ．Ｐ＋5.0ｍ）、計左岸

12,100ｍ、右岸 12,500ｍの防潮堤を計画し、昭和 45 年度より改修を進めている。 

４ 啓発活動の推進 

高潮、津波による被害軽減を図るため、過去の高潮浸水区域及び広島県津波浸水想

定図による浸水予測区域を住民へ周知するとともに、高潮ハザードマップ及び津波ハ

ザードマップを作成し、地理情報システム（ＧＩＳ）の活用により防災情報を発信す

る等防災意識の啓発を積極的に推進する。 

５ 防災マップの作成等《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

高潮、津波等からの住民等の円滑かつ迅速な避難を確保するため、高潮、津波によ

る浸水想定区域が存在する地区を対象に、自主防災組織等と連携して、浸水時におけ

る住民等の緊急一時的な退避先となる施設を確保するとともに、当該施設や避難経路

等、地域の実情を踏まえた防災マップが住民主体で作成されるよう支援し、印刷物の

配布や避難訓練等を通じて地域住民等へ周知する。 

６ 警戒避難体制の整備《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課》 

⑴ 警戒避難体制 

津波防災地域づくりに関する法律により、県知事により指定を受けた津波災害警

戒区域について次の事項を定める。 

ア 人的災害を生ずるおそれがある津波に関する情報の収集及び伝達並びに予報ま

たは警報の発令並びに伝達に関する事項 

イ 指定緊急避難場所等や避難路、避難経路に関する事項 

ウ 市が行う津波に係る避難訓練に関する事項 

エ 要配慮者利用施設で当該施設の利用者の津波の発生時等における円滑かつ迅速

な避難を確保する必要があると認められる施設の名称及び所在地（資料編２－２

－１１） 

  なお、対象となる地下街等及び要配慮者利用施設は「地域防災計画 基本・風

水害編 第２章 災害予防計画 第２節 風水害予防計画 第１ 洪水予防対策 

３ 警戒避難体制整備 ⑴ 警戒避難体制」のとおりとする。 

  これらの施設（所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員（避難促進施設は

自衛水防組織が設置された場合）に限る。）への伝達方法は、広島市防災情報メ

ール配信システム等による。 

⑵ 避難確保計画の作成等 

資料編２－２－１１に掲げる要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通

省令で定めるところにより、避難訓練その他避難促進施設の利用者の津波発生時に

おける円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画（以下「避

難確保計画」という。）を作成し、これを市長に報告する。 
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また、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画に基づき、避

難訓練を行い、その結果を市長に報告する。 

本市は、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行う。 

 

第３ 内水氾濫・滞水予防対策 

１ 公共下水道整備事業の推進《下水道局計画調整課》 

公共下水道は、汚水とともに雨水の排除も目的として、整備を行っている。 

既設の合流式区域では、雨水排水に対する施設能力が不足しているため、増補施設

の整備を進めている。 

２ 下水道新設・改良事業の推進《下水道局計画調整課》 

公共下水道が整備されるまでの間、局所的に発生している浸水を緩和するため、暫

定的なマンホールポンプ等の整備を行っている。 

３ 啓発活動の推進《下水道局計画調整課》 

浸水による被害軽減を図るため、順次浸水発生頻度の高い地区から浸水（内水）ハ

ザードマップを作成する等により防災意識の啓発を積極的に推進する。 

４ 警戒避難体制の整備《下水道局計画調整課》 

⑴ 警戒避難体制 

水防法に基づき、市長により指定を受けた水位周知下水道における浸水想定区域

については、円滑かつ迅速な避難を確保するために、当該区域ごとに次の事項を定

めるとともに、地理情報システム（ＧＩＳ）、ハザードマップ等により住民への周

知を図る。 

ア 洪水予報等の伝達方法及び避難場所等 

イ 地下街等で当該施設の利用者の雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必

要があると認められる施設の名称及び所在地 

  なお、対象となる地下街等は「地域防災計画 基本・風水害編 第２章 災害

予防計画 第２節 風水害予防計画 第１ 洪水予防対策 ３ 警戒避難体制整

備 ⑴ 警戒避難体制」のとおりとし、当該施設（所有者又は管理者及び自衛水

防組織の構成員に限る。）への洪水予報等の伝達方法は、下水道局水位情報自動

通報システムによる。 

⑵ 避難確保・浸水防止計画の作成等 

避難確保・浸水防止計画の作成等については、「地域防災計画 基本・風水害編 

第２章 災害予防計画 第２節 風水害予防計画 第１ 洪水予防対策 ３ 警戒

避難体制の整備 ⑵ 避難確保・浸水防止計画の作成等」のとおりとする。 

 ５ 排水施設等整備の推進《道路交通局道路課》 

   アンダーパス部等の道路の冠水を防止するため、排水施設及び排水設備の補修等を

推進する。 

 

（資料編） ２－２－３ 広島市公共下水道整備計画 

 ２－２－４ 広島市排水ポンプ場一覧表及び排水ポンプ場危険水位等連絡系統図 

 

第４ 土砂災害・宅地災害等の予防対策 

１ がけ崩れ・山崩れ災害の予防対策 

市域において、がけ崩れ・山崩れにより被害が生じることが予想される箇所は、県

の調査結果によれば約 5,000 か所にも及んでいる。 

こうした状況を踏まえ、次の事業を積極的に推進する。 

⑴ 急傾斜地崩壊対策事業等の推進《下水道局河川防災課》 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）に規定

する急傾斜地崩壊危険区域の指定要件を備えながら未指定となっている地区につい

ては、同区域の指定及び指定に伴う対策事業の推進を県に積極的に働きかける｡ 

また、個人による急傾斜地の対策工事を支援するため、一定の要件を満たす所有

者等が実施する対策工事費に対して補助金を支給する。 
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なお、市域における土砂災害警戒区域（急傾斜）は、県の調査結果によれば

5,074 か所（令和 6 年 9 月 26 日時点）となっている。 

⑵ 治山事業の推進《経済観光局農林整備課》 

崩壊林地に対する復旧治山事業、山地災害危険地区等における予防治山事業、機

能の低下した保安林の整備等の推進を県に働きかけるとともに、本市においては県

の治山事業を補完する小規模崩壊地復旧事業を推進する。 

なお、市域における山地災害危険地区は、県の調査結果によれば 3,758 地区とな

っている。（資料編「山地災害危険地区総括表」参照） 

⑶ 公園法面防災事業の推進《都市整備局公園整備課》 

市街地周辺の山地部緑地や市街地内の島状緑地に開設された公園緑地の危険箇所

を把握し、計画的に法面防災事業を推進する。 

⑷ 道路法面防災事業の推進《道路交通局道路課》 

道路利用者の安全な通行を確保するため、本市が管理する道路の法面について災

害危険箇所を定め、計画的に法面崩壊の復旧や予防措置を推進する。 

⑸ 墓地法面防災事業の推進《健康福祉局環境衛生課》 

本市が管理する墓地法面の危険箇所を把握し、計画的に法面防災事業を推進す

る。 

⑹ 啓発活動の推進《危機管理室災害予防課》 

山・がけ地周辺の住民に対し、自主防災意識の啓発を図るため、防災教室の開

催、防災パンフレットの配布、訓練等を積極的に推進する。 

２ 土石流災害の予防対策 

市域における土砂災害警戒区域（土石流）は、県の調査結果によれば 2,776 か所

（令和 6 年 9 月 26 日時点）となっている。 

こうした状況を踏まえ、次の対策を積極的に推進する。 

⑴ 砂防事業の促進《下水道局河川防災課》 

県に対し、土砂災害警戒区域（土石流）への砂防事業の促進について積極的に働

きかける。 

また、国が実施している「広島西部山系直轄砂防事業」及び「安芸南部山系直轄

砂防事業」の促進についても積極的に働きかける。 

⑵ 啓発活動の推進《危機管理室災害予防課》 

土砂災害警戒区域（土石流）を住民へ周知し、自主防災意識の啓発を図るため、

防災教室の開催、 防災パンフレットの配布、訓練等を積極的に推進する。 

３ 地すべり災害の予防対策《下水道局河川防災課、危機管理室災害予防課》 

市域における土砂災害警戒区域（地すべり）は、県の調査結果によれば 5 か所とな

っている。 

こうした状況を踏まえ、県に対し、地すべり防止事業の実施を働きかけるととも

に、土砂災害警戒区域（地すべり）を住民に周知し、自主防災意識の啓発を図るた

め、防災教室の開催、 防災パンフレットの配布及び訓練等を積極的に推進する。 

項   目 内       容 実 施 担 当 

指定と指定に伴う
対策事業の推進 

指定の前提となる住民の同意の取付け
について側面的援助を行い、指定及び対
策事業の推進を県に働きかける。 

・下水道局河川防災課 

・各区地域整備課  

指定地区における
建築制限 

建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)に

基づく災害危険区域の指定により新築等

の建築制限を行う。 

・都市整備局建築指導課  

・各区建築課 

備 考 

急傾斜地崩壊危険区域の指定に伴う行為の制限、防災措置の勧告、

改善措置の命令は、県において実施し、崩壊防止工事は、県及び市

において実施する。 
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４ 宅地造成等による災害の予防対策《都市整備局宅地開発指導課》 

⑴ 宅地造成等による盛土等への規制と指導 

令和３年７月に発生した静岡県熱海市における土石流災害を踏まえ、令和５年５

月に宅地造成等規制法（宅造法）（昭和 36 年法律第 191 号）が宅地造成及び特定

盛土等規制法（盛土規制法）へと改正・改称されたため、本市では同法に基づき、

令和７年４月に市内全域を宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域に指定

し、宅地造成等による盛土等に対して同法に基づく規制へ移行した。 

盛土規制法に基づく規制区域内において行われる盛土等に関する工事の許可に当

たっては、同法及び広島市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（昭和 55 年広

島市規則第 28 号）等に規定する技術的基準に従った擁壁、排水施設等の設置を課

し、かつ、工事中の防災措置を義務付けている。 

なお、令和６年 10 月現在、改正前の宅造法に基づく宅地造成工事規制区域内で

工事中の宅地造成地は 52 か所、442.77ha となっている。（広島市水防計画別表第

５「３ 未完成の宅地造成地」参照） 

こうした状況を踏まえ、盛土等による災害を防止するため、盛土等を行う関係者

に対して、次の指導と規制を行う。 

※ 擁壁や石垣等の築造又は改造、排水施設等の設置などの宅地防災工事の施工に際

しては、多額の資金を要するため、これらの防災工事資金の一部として、住宅金融

支援機構において、宅地等防災工事資金の融資を行っている。 

⑵ 既成宅地等に対する指導等 

宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づき、既存盛土等の分布や災害

発生の危険性について調査を実施し、災害が発生するおそれがあるものについては、

必要に応じ、宅地造成等による盛土等を行う関係者に対し、次の指導等を行う。 

５ 土砂堆積災害の予防対策《都市整備局宅地開発指導課》 

⑴ 土砂堆積等の規制 

建設残土等土砂の処分による災害の発生の危険を排除するため、広島市土砂堆積

規制等条例（平成 16 年広島市条例第 36 号）に基づき土砂の堆積等を規制すること

により、土砂の崩壊、流出等による災害の発生を防止し、もって市民の生命、身体

及び財産の保護を図る。 

 

項 目 内        容 実施担当（根拠法令） 

指 導 
災害発生のおそれのある盛土等の状況把握に努

め、必要に応じて現場指導を行う。 
・都市整備局宅地開発指導課 

勧 告 
 

命 令 

防災上危険な盛土等については、災害防止のた
め必要な措置をとることを勧告又は命令し、保安
上危険な建築物については、移転、使用制限等必
要な措置をとることを命令する。 

・都市整備局 
宅地開発指導課 
建築指導課 

・各区建築課 
宅地造成及び特定盛土等規制法 

第 22 条・第 23 条 
第 41 条・第 42 条 

建築基準法 
第 10 条 

項 目 内      容 実施担当（根拠法令） 

指 導 

① 盛土等による工事の許可条件等の厳守と
周辺地区への災害防止を指導するとともに、
梅雨期、台風期等にパトロールを実施する。 

・都市整備局宅地開発指導課 

・消防局警防課 

・各消防署 
宅地造成及び特定盛土等規制法 

第 22 条・第 23 条 
第 41 条・第 42 条 

災害対策基本法 
第 59 条 

② 工事期間中の土砂流出、災害情報の伝達等
について記載された計画書を提出させる。 

勧 告 
盛土等による災害防止のため、必要な措置を

とることを勧告する。 

命 令 
盛土等による災害発生のおそれが大きい場

合に、必要な措置をとることを命令する。 
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⑵ 土砂堆積に対する措置命令等 

土砂堆積による災害を防止するため、土砂堆積に関して次の措置命令等を行う。 

６ 警戒避難体制の整備《下水道局河川防災課、危機管理室災害予防課、危機管理室災

害対策課、各区地域起こし推進課》 

⑴ 警戒避難体制 

土砂災害防止法の規定に基づき、県知事により指定を受けた土砂災害警戒区域ご

とに次の事項を定める。 

ア 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関する事項 

イ 指定緊急避難場所等や避難路、避難経路に関する事項 

ウ 市町村が行う土砂災害に係る避難訓練に関する事項 

エ 土砂災害警戒区域内に立地する要配慮者利用施設の名称及び所在地（資料編２－２－10） 

 ※ 対象となる要配慮者利用施設の定義は洪水と同様であり、これらの施設（所

有者又は管理者に限る。）への土砂災害に関する情報は、広島市防災情報メール

配信システム等により伝達する。 

オ 救助に関する事項 

カ 土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項（資料編２－２－９） 

  国又は県から、土砂災害防止法に基づき土砂災害緊急情報が通知された場合

は、避難指示の発令等の検討を行うとともに、避難情報等を適切に住民へ周知す

る。 

  また、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等のおそれがある場合

の避難地に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行われるために必

要な事項について、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）、ハザ

ードマップの活用による防災情報の発信等により住民への周知を図る。 

⑵ 住民への周知 

土砂災害から生命・身体の被害を防止するためには、住民自らが土砂災害に関す

る各種情報をあらかじめ把握し、緊急時に行政側からの避難情報に従うのみなら

ず、自らの判断による場合を含め事前避難を行うことが重要である。このため、警

戒区域における円滑な警戒避難が行われるよう平常時から住民の防災意識の向上を

促すため以下に掲げる事項について、市ホームページ、市防災情報共有システム、

地理情報システム（ＧＩＳ）、住民説明会、防災講座、広報紙及びハザードマップ

の活用などあらゆる方法により、積極的に住民に周知するとともに住民の避難行動

につながる仕組み・環境づくりに向けた取組を行う。 

ア 土砂災害に関する情報 

  土砂災害警戒区域ごとに想定される土砂災害の発生原因となる自然現象の種

類、土砂災害警戒区域の範囲等 

イ 過去の土砂災害に関する情報 

  当該地域及びその周辺地域において、過去に発生した土砂災害の種類とそのと

きの降雨状況、被災状況等 

ウ 土砂災害の発生のおそれを判断する雨量等に関する情報 

  土砂災害に関する危険性を推定し、警戒、避難を行う際の目安となる土砂災害

項   目 内       容 

指 導 

① 土砂堆積の許可条件等の厳守と周辺地区への災害防止を指導するとと
もに、梅雨期、台風期等にパトロールを実施する。 

② 工事中の土砂堆積の関係者に対し、工事期間中の土砂流出、災害情報
の伝達等について記載された計画書を提出させる。 

土砂搬入禁止
区域の指定等 

 土砂堆積による土砂の崩壊、流出等により市民の生命、身体又は財産を
害するおそれがあると認められるとき、土砂の搬入を禁止する区域を指定
し、土砂の搬入を禁止する。 

命 令 
 広島市土砂堆積規制等条例の規定に違反した場合には、必要な措置をと
ることを命令する。 

公 表 
土砂の崩壊、流出等による災害の発生を防止するため必要があると認め

るときは、違反者の氏名、違反等の事実を公表する。 
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に関するメッシュ情報（危険度判定）や土砂災害警戒情報に関する情報の意味と

その入手方法及びそれを入手した際にとるべき基本的な行動 

エ 土砂災害の発生するおそれがある場合の避難に関する事項 

  高齢者等避難、避難指示の発令対象区域は土砂災害警戒区域を基本とするこ

と、設定された避難経路、指定緊急避難場所の所在、サイレン等の設置位置、電

話連絡網等の土砂災害の発生するおそれがある場合の住民への情報伝達方法、避

難のためのマニュアル等 

⑶ 避難確保計画の作成等 

資料編２－２－10 に掲げる要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通

省令で定めるところにより、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合におけ

る当該要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

に必要な訓練その他の措置に関する計画（以下「避難確保計画」という。）を作成

し、市長に報告する。 

また、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画に基づき、急

傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用施設を利用

している者の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練を行い、その結果を市長に報

告する。 

本市は、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行う。 

 

（資料編） ２－２－５ 小規模崩壊地復旧事業計画 

 ２－２－６ 公園法面防災事業計画 

 ２－２－７ 道路法面防災事業計画 

 ２－２－９ 土砂災害警戒区域指定地区と警戒避難体制 

 ２－２－10 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律第８条第１項第４号に規定する施設 

 参考５ 広島市宅地等防災工事資金融資要綱 

 

第５ 風害予防対策 

台風に伴う強風や突風等による被害を最小限にとどめるため、次の対策を講じる。 

１ 予防広報《危機管理室災害予防課、消防局予防課》 

台風シーズンや強風が予想されるときは、風害予防対策の実施を広く市民に呼びか

ける。 

⑴ 看板、アンテナ等の固定・補強 

⑵ 瓦、窓、扉、塀等の点検・補修 

⑶ 飛散、落下するおそれのあるものの固定・補修・除去 

⑷ 樹木の剪定・支柱の補強 

⑸ 気象情報への注意 

⑹ 外出する場合の注意 

⑺ 電線の断線等への注意 

⑻ 火災予防 

⑼ 車両運行上の注意 

２ 樹木対策（街路樹・公園樹等）《都市整備局公園整備課》 

⑴ 植栽後３年末満のもの及び被害を受けやすい樹木の剪定及び支柱・添竹による補

強・結束等により、倒木の予防措置を図る。 

⑵ 巡回パトロールによる点検を実施し、倒木のおそれのある樹木の把握及び倒木の

予防措置を図る。 

３ 屋外広告物及び道路占用物件対策《都市整備局都市計画課、道路交通局道路管理

課》 

倒壊、落下又は飛散等により、人・建物等に被害を与え、又は被害を拡大させると

予想される屋外広告物や道路占用物件については、点検パトロールにより実態把握を

行い、物件の設置者、又は管理者に必要な防止措置を講じるよう指導を徹底する。 
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 また、物件の設置申請時に、風に対する安全措置の指導を図る。 

４ 建築物対策《都市整備局建築指導課、各区建築課》 

建築物防災週間等を利用して、建築物の所有者又は管理者に対して、風により倒

壊・落下又は飛散するおそれのある設備等の安全対策を呼びかける。 

５ 公共工事・公共施設対策《都市整備局営繕課・設備課、道路交通局街路課》 

本市の関係する工事や公共施設については、設計段階から風害対策を考慮するとと

もに、点検パトロール等により必要な措置を講じ、人・建物等への被害の発生を防止

する。 

６ 電柱・電線等対策《道路交通局道路管理課・道路課》 

中国電力ネットワーク㈱、西日本電信電話㈱等の電柱・電線の設置者に対して、風

害対策の強化を働きかけるとともに、電線類の地中化事業の促進を図る。 

７ 危険物施設等保安対策《消防局指導課》 

危険物施設等の倒壊等による災害を防止するため、査察等を通じて、定期点検等の

励行等を指導し、法令基準に従った危険物施設等の適正な維持管理を図る。 

８ フェンス・ブロック塀等対策《都市整備局建築指導課、各区建築課》 

フェンス・ブロック塀等の倒壊等による被害を防止するため、建築物防災週間等に

点検査察を実施し、必要なものについては、改善指導を行うとともに、技術的な指

導・相談等に応じ、改善の促進を図る。 

９ 農林水産物対策《経済観光局農政課・農林整備課・水産課》 

気象情報についての注意を呼びかけるほか、農林水産業用施設等の補強、農作物の

倒伏等への対応指導を行う。 

10 船舶及び木材流出対策《下水道局河川防災課、危機管理室災害対策課》 

河川等に係留する船舶及び貯木場の管理の徹底を関係機関に要請するとともに、警

戒巡視を実施し、流出に伴う災害の未然防止を図る。 

11 高潮対策《危機管理室災害対策課、各消防署、各区》 

台風及び強風に伴う高潮については、警戒巡視を実施し、防潮扉の管理等必要な措

置を関係機関に要請する。また、高潮に伴う浸水について市民に注意を呼びかける。 

 

第６ 雪害予防対策 

《道路交通局道路課》 

道路の積雪及び凍結は、交通渋滞及び交通事故発生の大きな原因となることから、

次の予防対策を講じる。 

１ 除雪対策 

積雪量 20 ㎝以上（ただし、積雪寒冷特別地域である佐伯区湯来町及び杉並台につい

ては、積雪量 15 ㎝以上とする。）及びその後の気温が０℃以下の場合、交通量等を

考慮した特定の路線（国道・県道等）について除雪を行う。 

２ 凍結防止対策 

橋梁、日陰のカーブ又は勾配の急な場所等特に凍結の起こり易い箇所及び危険な箇

所については、各区において事前に凍結防止資材を設置する。 

また、路線バスについては、事前に車両に凍結防止資材を積み込む。 

 

第７ 道路における災害の予防対策 

  《道路交通局道路管理課・道路課》 

１ 道路交通の安全のための情報の充実 

本市（道路交通局）は、気象庁からの気象、地象、水象に関する情報を有効に活用

できる体制の整備を図るとともに、道路施設等の異常を迅速に発見し、その応急対策

を実施するため、情報の収集、連絡体制の整備を図る。また、異常が発見され、災害

が発生するおそれがある場合、道路利用者にその情報を迅速に提供するための体制の

整備を図る。 

２ 道路施設等の整備 

本市（道路交通局）は、所管する道路における災害を予防するため、道路施設等の

点検を通じた現況の把握及び必要な施設・体制の整備に努める。 
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また、道路防災対策事業等を通じて、安全性・信頼性の高い道路ネットワーク整備

を計画的かつ総合的に実施する。 

３ 迅速かつ円滑な災害応急対策・災害復旧への備え 

本市（道路交通局）は、施設・設備の被害情報の把握及び災害応急対策を行うた

め、広島市災害協力事業者制度の効果的な運用を図るとともに、民間団体との協力体

制も含めた体制及び資機材の整備を進める。 

また、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重要な所管施設の構造図等の資料を整

備しておくとともに、資料の被災を回避するため複製を別途保存しておくよう努める。 

 

第８ 地下空間における災害の予防対策 

《危機管理室災害予防課》 

ビルの地下階、地下街、地下通路等の地下空間は、①地上の気象の変化がわかりに

くい、②排水能力を超えた場合には天井まで冠水する可能性がある、③避難経路が限

られている、④停電した場合には暗闇となる、などの災害対策上の特殊性がある。 

このため、市民への防災パンフレットの配布等により、地下空間特有の危険性を周

知し、防災意識の高揚を図る。特に、地下空間の管理者、建築物の設計に携わる者に

対しては、被害防止及び避難のために必要な措置を講じるよう啓発を行う。 

また、地下街等の施設管理者や関係機関においては、相互が連携し、防災対策につ

いて十分な協議を行い、①危険性の周知・啓発、②情報連絡、③浸水防止対策、④避

難対策等に係る体制を整備する。 

 

第９ ライフラインにおける災害の予防対策 

１ 地下埋設物についての安全管理体制の確立《道路交通局道路管理課》 

水道管、下水道管、電話線、高圧電線、ガス管等（以下「地下埋設物」という｡）

を管理する団体は、地震や、地下埋設物に係る新設、補修、改修等の工事（以下「地

下埋設物工事」という｡）等に起因する災害の発生を未然に防止するため、自ら地下

埋設物に関する安全管理体制を確立し、沿道住民及び道路通行者の安全確保を図る。 

２ 道路工事等との調整及び周知の徹底《道路交通局道路管理課・道路課》 

地下埋設物工事の施工者は、道路工事計画及び他の地下埋設物工事計画と調整した

うえで地下埋設物工事の計画を策定するとともに、適宜、道路管理者、他の地下埋設

物管理者と道路占用連絡調整会議において調整のうえ、消防署、警察署等と緊密な連

絡を図る。 

３ 地下埋設物工事の施工方法についての協議の徹底《道路交通局道路管理課・道路

課》 

地下埋設物工事の施工者は、掘削により露出する他の地下埋設物の防護その他の工

事の施工方法について、道路管理者及び他の地下埋設物管理者と事前に協議し、管理

責任を明確にし、災害の発生防止に万全を期する。特に、ガス管に係る工事において

は、ガス爆発事故防止に関する建設省通達に基づき、ガス爆発事故の防止措置を講じ

る。 

４ 地下埋設物の正確な設置状況の把握《道路交通局道路管理課・道路課》 

道路管理者は、地下埋設物の正確な設置状況を常に把握しておく。 

地下埋設物の管理者は、自己の管理する地下埋設物に関する台帳及び図面を整備

し、工事の都度、関係の台帳及び図面を修正するとともに、当該図面を添えて速やか

にその旨を道路管理者に届ける。 

５ 地下埋設物共同溝の設置の促進《道路交通局道路課》 

数種の地下埋設物を蔵する場所においては、必要に応じて地下埋設物共同溝の設置

の促進を図る。 

６ 復旧活動支援体制の整備《危機管理室》 

⑴ 関係機関との調整 

広島市ライフライン連絡調整会議を設置し、災害発生後の円滑な応急対策及びラ

イフラインの迅速かつ効率的な復旧を図り、広島市災害対策本部及びライフライン

関係機関相互の情報交換、協議調整等を行う。 
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⑵ 復旧活動支援拠点の候補地の確保 

大規模災害時におけるライフラインの早期復旧を図るための活動支援拠点として

あらかじめ候補地を指定し、災害発生時においては、施設管理者と協議のうえ使用

する。 

なお、ヘリコプターや大型車両の運用、資機材保管スペース等を考慮した候補地

の追加確保に取り組む。 

(注) 廿日市市が被災した場合は沼田運動広場を、熊野町が被災した場合は矢野南三

丁目市有地を候補地と位置付ける。 

 

第１０ 孤立集落における災害の予防対策 

災害発生時において、道路が寸断されるなどの被害が生じた場合に孤立が想定され

る集落の把握や次の対策の推進に努める。 

 １ 孤立が想定される集落に生活する住民に対する水や食料の備蓄の啓発 

 ２ 防災行政無線等の情報通信手段の確保等 

 ３ 救助、救援体制の確立 

 

 火災予防計画 
  《消防局総務課》 

 

火災を未然に防止するための予防指導及び予防査察の実施、火災の発生に対処してその

被害を最小限にとどめるために必要な組織及び施設の整備等については、広島市消防計画

の定めるところによる。（実施担当：消防局総務課・職員課・消防団室・施設課・警防

課・救急課・予防課・指導課） 

 

（資料編） 広島市消防計画 

区  分 候補地 
南  区 広島競輪場（周辺駐車場） 
西  区 草津公園 

安佐南区 
沼田運動広場 
太田川河川敷川内グラウンド・安佐大橋駐車場（太田川右岸・安佐大橋下流側） 
広島修道大学第一駐車場、奥畑防災調整池公園 

安佐北区 
太田川河川敷小田グラウンド・小田第二駐車場（太田川左岸・口田南一丁目） 
中国電力㈱南原研修所（多目的グラウンド等）、寺山公園 

安 芸 区 矢野南三丁目市有地 
廿日市市 廿日市市宮園野球場 
熊 野 町 熊野町民グランド  
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 都市の防災構造化の推進 
 

第１ 不燃建築物の建築促進 

都市の不燃化を促進するため、次の対策に積極的に取り組む。 

第２ 都市計画道路の整備 

《道路交通局街路課》 

都市計画道路は都市防災上必要な防火帯・避難空間の役割があり、災害発生の時に

は、①避難場所等への安全な移動のための避難路、②消火・救護のための通行路、③

災害復旧のための活動空間として機能することとなる。この点を十分配慮して都市計

画道路の整備を行う。 

 

（資料編） ２－４－１ 都市計画道路整備中路線 

 

第３ 公園緑地の整備 

《都市整備局公園整備課》 

公園や緑地は、災害時において市民の避難場所、あるいは応急救助活動及び物資集

積等の基地として活用することのできる重要な施設である。この点を十分配慮して計

画的に公園緑地の整備を行う。 

 

（資料編） ２－４－２ 公園緑地整備計画 

 ２－４－３ 公園緑地一覧表 

 

第４ 安全・安心な居住環境の確保 

《都市整備局都市計画課》 

居住区域における土砂災害や洪水等による被害を防止するため、立地適正化計画に

よる都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進にあたって、ハード・ソフト両面

からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を同計画に位置付け、安全・安心な

居住環境の確保を目指す。 

 

第５ 所有者不明土地の活用等 

《危機管理室、都市整備局都市整備調整課》 

所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害発生のおそれのある

所有者不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する

特別措置法に基づく措置を活用した防災対策を推進するものとする。 

 

項    目 内       容 実施担当（根拠法令等） 

１ 防火地域・準
防火地域の適正
な指定  

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)に
基づく防火地域・準防火地域の適正な指
定に努め、建築物の不燃化を促進する。 

都市整備局都市計画課 
（都市計画法、建築基準法） 

２ 市街地再開発
事業の促進 

低層の木造建築物等が密集し、効率的

な土地利用がなされていない市街地にお

いて、不燃化された共同建築物の建築な

どを促進し、土地の合理的かつ健全な高

度利用と都市機能の更新を図る。 

都市整備局都市機能調整部 
（都市再開発法） 

３ 市営住宅建替
事業 

木造市営住宅の建替により、不燃化を
促進する。 

都市整備局住宅政策課、 

住宅整備課 

（公営住宅法） 
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 防災拠点施設等の機能確保及び防災施設・設備等の整備 
 

第１ 防災拠点施設等の機能確保 

《危機管理室、各市有建築物管理担当課》 

災害対策本部、代替本部、区役所、消防署所及び病院等の防災拠点となる施設・

設備は、災害時の応急・復旧対策を実施するために重要な役割を担う施設である。

このため、災害発生時に迅速かつ円滑な応急・復旧体制がとれるよう、防災拠点施

設等の安全性及び機能の確保を図るものとする。 

１ 防災拠点施設 

⑴ 「発災直後から災害対応の中枢となる施設」 

⑵ 「被災市民の生活維持に必要な施設」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 「災害復旧に必要な施設」 

区  分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

廃棄物処理拠点 
○ 生活ごみや下水等の廃棄物
を処理する拠点としての機能 

水資源再生センター、ポンプ場、農業集
落排水処理施設、清掃工場、資源ごみ選
別施設、大型ごみ破砕処理施設、埋立地 

 

区  分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

避難場所等 
○ 避難場所等としての機能 
○ 避難者の収容機能 

指定緊急避難場所、指定避難所 

救援物資 

備蓄拠点 

○ 食料・生活必需品・災害対策
用資機材等の物資を備えてお
く機能 

指定避難所となる市立小中学校等、広島サッ
カースタジアム防災倉庫、広島市民球場防災
備蓄倉庫、広島市総合防災センター倉庫 

輸送拠点 
○ 各種物資の輸送端末地とな

る機能 

東部市場、中央市場・草津岸壁・草津漁港、
広島ヘリポート、広島港宇品地区・宇品内
港地区、太田川河川敷 

救援物資 

補給輸送拠点

（２次拠点） 

○ 食料・飲料水・生活必需品・

医薬品等救援物資の受入及び
集配場としての機能 

協定等を締結している民間団体が提供可
能な施設、広島みなと公園・ﾒｯｾｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ

等交流施設用地一帯、広島広域公園一帯、
東区スポーツセンター・広島市総合屋内プ
ール、安佐北区スポーツセンター 

災害ボランテ

ィア活動拠点 

○ 災害ボランティアの活動拠
点としての機能 

広島市総合福祉センター、各区地域福祉セ
ンター、公民館 

給水拠点 
○ 飲料水・生活用水を供給する
拠点としての機能 

浄水場、緊急遮断弁設置配水池、飲料水兼

用型耐震性防火水槽設置場所、指定緊急避
難場所、指定避難所  

区  分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

災害対策本部 ○ 災害対応の中枢機能 市役所本庁舎、区役所 

情報収集・ 

伝達拠点 

○ 地域住民に正確な情報を伝達
するとともに、災害に係る情報を
災害対策本部と受伝達する機能 

市役所本庁舎、消防局、区役所、水道局、

消防署所、水道局管理事務所、浄水場、
広島市総合防災センター、指定緊急避難
場所、指定避難所、国・県・公共機関等

の防災関係施設 

消防拠点 
○ 消防活動を行う拠点としての

機能 
消防署所、消防航空隊基地、消防団車庫 

保健・医療・

救護拠点 

○ 医療・救護機能 
○ 保健衛生管理機能 
○ 遺体の収容及び火葬機能 
○ 障害児の支援機能 

保健所、保健センター、救護所、災害拠
点病院、舟入市民病院、似島診療所、火
葬場、こども療育センター 
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２ 防災拠点施設・設備等の安全性の確保 

防災拠点施設・設備等については、浸水想定区域、土砂災害警戒区域等に配慮しつ

つ整備に努めるとともに、地震に強い施設整備や耐震診断、耐震補強等を行い、これ

を良好な状態に保つよう努める。 

また、防災拠点施設には、災害時における用途に付随する食料、飲料水及び応急活

動用資機材等の適正な備蓄及び調達体制を整備する。 

なお、これらの防災拠点施設が被災した場合には、迅速な機能回復を図る。 

この場合の防災拠点施設の応急復旧優先度は次のとおりとする。 

【優先度１】：最も緊急性の高い「発災直後から災害対応の中枢となる施設」 

【優先度２】：緊急性の高い「被災市民の生活維持に必要な施設」 

【優先度３】：「災害復旧に必要な施設」 

３ 災害対策本部機能の確保 

市災害対策本部が設置される市役所本庁舎、区災害対策本部が設置される区役所庁

舎が災害により被害を受け、機能の喪失又は低下が生じた場合に備え、当該庁舎内や

他の施設に代替機能を確保するなど必要なバックアップ対策に努める。 

なお、市役所本庁舎が使用できない場合の代替災害対策本部は安佐南消防署とする。 

今後の地震被害想定等を踏まえて、新たな代替施設の必要性などについて検討を行う。 

４ 給水の確保対策 

防災拠点施設、避難所及び医療施設等における給水の確保対策は、各々の拠点とな

る防災関係機関と水道事業管理者が次のとおり分担して行う。 

⑴ 防災関係機関 

ア 自己の所有する給水装置について、耐震性の再点検を行い、必要に応じて補強

対策を講じるよう努める。 

イ 水道管の破損や停電等による長時間の給水停止に備え、平常時から飲料水の備

蓄・調達体制の整備に努める。 

ウ 指定緊急避難場所等に飲料水兼用型耐震性防火水槽を設置するよう努める。 

エ 避難所及び医療施設等には、仮設水槽、ポリ容器、飲料水用ポリ袋等をあらか

じめ常備し、応急給水の受入れに万全を期すよう努める。 

なお、建物内の受水槽で応急給水を受けようとする場合には、非常用発電機、

揚水設備、応急給水用具等をあらかじめ常備しておく。 

オ 人命に係わる救急告示病院及び人工透析が必要な患者を診療する医療機関につ

いては、給水管に耐震管を布設する等の措置を講じるよう努める。 

⑵ 水道事業管理者《水道局企画総務課》 

応急活動のシステム化と広域的応援体制の確立を図り、迅速な応急活動に努める。 

５ 停電対策 

停電時における関連施設・設備の機能を確保するため、自家発電設備等の整備を図る。 

なお、機能の維持・確保に支障を生じない期間（最低３日間程度）の発電が可能と

なるよう燃料の確保に努めるとともに、災害対策本部が設置される防災拠点施設等へ

の燃料の供給要請等を円滑に行うためのデータベースを整備する。 

また、建物の更新時等に、自家発電設備その他の電気設備の浸水対策等を行う。 

 

第２ 防災施設の整備 

《危機管理室災害予防課、消防局予防課》 

災害時における地域の応急対策活動の拠点となり、また平常時における住民の自主

防災意識の高揚を図るための防災教育・訓練の場となる広島市総合防災センターの充

実及び防災資機材等を備蓄する防災倉庫の整備を図る。 

 

第３ 防災設備の整備 

  《危機管理室災害対策課》 

１ 気象観測設備等の充実 

気象情報等を正確、詳細かつ迅速に収集するため、国、県をはじめとする関係機関

に観測設備の充実を働きかけるとともに、本市としても集中豪雨等の局地的な気象資
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料等を得るため、雨量、風向、風速、温・湿度等の観測設備の充実を図る。 

２ 通信連絡設備の充実 

災害時における各種情報の収集・伝達を迅速かつ的確に行えるよう、防災行政無線

や専用電話設備等の通信連絡設備の充実を図る。 

 

第４ 防災資機材等の整備・調達 

  《危機管理室災害予防課、危機管理室災害対策課、消防局消防団室・施設課・警防課》 

１ 安全装備品の整備 

本市職員及び消防団員の災害現場活動における安全管理対策として、救命胴衣等の

安全装備品を整備するものとする。 

２ 水防資機材の整備・調達等 

水防資機材の整備、調達、輸送その他運用に関しては、「広島市水防計画」の定め

るところによる。 

３ 消防資機材の整備・調達等 

消防資機材の整備、調達、輸送その他運用に関しては、資料編「広島市消防計画」

の定めるところによる。 

４ 防災資機材の備蓄・整備等 

本市が備蓄する防災資機材の現況は、資料編「２－５－４ 防災資機材備蓄状況」

のとおりであるが、今後一層の充実を図る。 

５ 災害応急救助物資の備蓄・調達等 

災害応急救助物資の備蓄、調達、配給、輸送方法については、各局・区において、

あらかじめ物資・資材の生産業者、集荷業者、販売業者、配給業者、輸送機関等と緊

密な協力関係を樹立するよう努める。 

 

（資料編） ２－５－１ 食料生活必需品の備蓄状況 

２－５－４ 防災資機材備蓄状況 

 

第５ 消防力等の整備 

《消防局総務課・施設課》 

消防力等の整備については、資料編「広島市消防計画」の定めるところによる。 

 

 避難体制の整備 
 

第１ 避難場所等の確保 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課》 

災害時における被災者の避難を円滑にし、災害から市民の生命の安全を確保するた

め、災害に対して安全な建物、公園広場等を避難場所等として確保する。 

   

第２ 避難場所等の定義 

《危機管理室災害予防課》 

災害時の避難場所等の定義は、次のとおりとする。 

なお、指定緊急避難場所及び指定避難所については、市域外からの避難者受入場所

や、災害時の公共交通機関の停止等により帰宅が困難となった者を一時的に受入れる

帰宅困難者一時滞在場所としても活用できるものとする。 

１ 指定緊急避難場所 

災害対策基本法 49 条の 4 で規定するもので、災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合に、その危険から逃れるための施設又は場所である。 

なお、指定緊急避難場所のうち車による避難及び車中での滞在を基本とする施設に

ついては、車中避難用指定緊急避難場所とする。 

２ 指定避難所 

災害対策基本法第 49 条の 7 で規定するもので、自宅の倒壊・焼失等に伴い生活の
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場を失った被災者の臨時的な宿泊・滞在の施設である。 

３ 浸水時緊急退避施設 

津波や洪水、高潮等による浸水が発生し、又は発生するおそれがある場合において

逃げ遅れた市民等の緊急一時的な退避施設である。 

 ４ 車中一時避難場所 

常時開放又は必要に応じて開放され、車による避難及び車中での滞在が可能な場所

又は施設である。 

 

第３ 避難場所等に必要な機能 

《危機管理室災害予防課》 

避難場所等に必要な機能は、次の表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 避難場所等の基準 

  《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課》 

１ 指定緊急避難場所 

⑴ 指定緊急避難場所の定義等 

災害が差し迫った状況や発災時において確実に開放でき、かつ、運営要員の派遣

等が本市主導で行えるように、原則として市有の施設又は場所の中から本市が指定

する。 

また、災害時の指定緊急避難場所として使用の承諾が得られた公共施設又は民間

施設等についても指定することができる。 

⑵ 災害種別ごとの指定基準 

ア 洪水 

洪水浸水想定区域外の施設又は洪水浸水想定区域内の施設で次のとおり想定さ

れる浸水深に応じ上階に避難スペースを有する施設とする。 

・ 浸水深が３ｍ未満の区域の施設は、２階以上の階 

・ 浸水深が３ｍ以上５ｍ未満の区域の施設は、３階以上の階 

イ 土砂災害 

土砂災害防止法に基づき広島県知事が公示した「土砂災害特別警戒区域」又は

「土砂災害警戒区域」外の施設であること。ただし、「土砂災害特別警戒区域」

内の建築基準法施行令第８０条の３の基準を満たす施設、「土砂災害警戒区域」

内の極力強固な構造などを備えている、又は２階以上に避難スペースを有する鉄

筋コンクリート造等の施設は指定することができる。 

ウ 高潮 

高潮浸水想定区域図※における浸水想定区域外の施設又は浸水想定区域内の施設

で次のとおり想定される浸水深に応じ上階に避難スペースを有する施設とする。 

・ 浸水深が２ｍ未満の区域の施設は、２階以上の階 

・ 浸水深が２ｍ以上５ｍ未満の区域の施設は、３階以上の階 

なお、これ以外の施設であっても、気象台が発表する「潮位の予想」又は現状況

に基づき、浸水しないと見込まれる施設は避難場所として開設することができる。 

※ 平成１９年度、国土交通省中国地方整備局太田川河川事務所と広島県が伊勢

湾台風規模の台風が満潮時に広島を通過した場合を想定して共同作成したもの

であり、その想定潮位はＴＰ４.４ｍとなる。 

区       分 指定緊急避難場所 指定避難所 
① 避難機能 〇 〇 
② 情報収集・伝達機能 〇 〇 
③ 保健・医療・救護機能  〇 

④ 応急対策活動支援機能 〇 〇 
⑤ 備蓄機能 〇※ 〇 
⑥ 物資供給機能  〇 

⑦ 災害ボランティア活動機能  〇 

⑧ その他の機能（臨時ﾍﾘﾎﾟ-ﾄ・駐車場） 〇 〇 

※一部の指定緊急避難場所に限る。 
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エ 地震  

(ｱ) 新耐震設計基準（昭和５６年６月１日施行）に適合していること、または、

耐震性診断により耐震性が確認された建築物であり、当該建築物又はその周辺

に地震が発生した場合において人の生命又は身体に危険を及ぼすおそれのある

建築物、工作物その他のものがないこと。 

(イ) 公園などのまとまった空地であること。 

オ 津波 

広島県津波浸水想定図※に基づく津波災害警戒区域外の施設又は場所であるこ

と。 

なお、施設については、新耐震設計基準（昭和５６年６月１日施行）に適合し

ていること。または、耐震性診断により耐震性が確認された建築物であり、原則

として鉄筋コンクリート造、又は鉄骨鉄筋コンクリート造であること。 

※ 平成２４年度、広島県が最大クラスの津波（南海トラフ巨大地震）及び津波

到達時間が短い津波（瀬戸内海域活断層等）を想定して作成したものであり、

南海トラフ巨大地震による津波の高さは３．６ｍ（海岸線における最高の津波

水位を標高で表示）と想定されている。 

カ 大規模な火事 

火災が延焼拡大した場合の最終的な避難場所であり、原則として次の基準に基

づき、本市が選定するものとする。 

(ｱ) 火災が延焼拡大すると想定される市街地及びこれに準じる地域とする。 

(ｲ) 大火時の輻射熱を考慮して、有効面積が概ね１ｈａ以上確保できる場所とす

る。 

(ｳ) 避難地域内に危険物施設や延焼のおそれがある木造建築物等が存在しない。 

(ｴ) 避難空地として概ね２ｈａ以上の平らな土地とする。ただし、次に掲げる場

合は、それぞれ別の空地とみなす。 

・ 空地間に通り抜けできる道路がある場合。ただし、当該道路から専ら当該

空地への進入のために使用されるものを除く。 

・ フェンス、塀等により区画され、相互に通行ができない場合。 

(ｵ) 収容人員の算定については、有効面積１㎡当たり１人とする。 

(ｶ) 避難対象地区は、大規模災害時には臨機応変の対応が必要であるため指定し

ない。 

(ｷ) 選定にあっては、避難可能区域の目安を歩行距離 2km 以内とする。 

キ 内水 

広島市浸水（内水）予測図※に基づき、次のとおりとする。 

(ｱ) 浸水想定区域外の施設及び浸水深が０．１ｍ未満の施設は、１階以上の階 

(ｲ) 浸水深が０．１ｍ以上２ｍ未満の区域の施設は、２階以上の階 

(ｳ) 浸水深が２ｍ以上５ｍ未満の区域の施設は、３階以上の階 

なお、これ以外の施設であっても、現地の状況に基づき、浸水しないと見込ま

れる施設は避難場所として開設することができる。 

※ 広島市浸水（内水）ハザードマップによる 

２ 指定避難所 

自宅の倒壊等により生活の場を失った被災者が当該小学校区内の施設に避難できる

ことを基本として、本市が指定する。 

小学校単位で収容力が不足する場合は、徒歩で避難可能な距離（２ｋｍ以内）かつ

隣接する小学校区の指定避難所で補完する。 

市内デルタ部は、河川が被災者の行動を分断する最大の要素であるため、落橋等に

より島間の移動ができない場合も避難所を確保できるよう、島単位で必要な収容力を

確保する。 

また、施設の耐震補強、避難所に必要な機能整備、運営要員の派遣等が本市主導で

効率的に行えるよう、市有施設を中心に指定※する。 

ただし、市有施設が不足する場合は、国公立の施設を追加指定し、さらに不足する

場合は、大規模な収容施設を有する民間施設（教育機関等）を指定する。 
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なお、災害による被害が小規模かつ限定的で、避難者が少数の場合には、指定緊急

避難場所を指定避難所として開設することができる。 

 

 

 

 

 

 

指定避難所が開設され、そこでの避難生活を送ることが困難な要配慮者がいる場合

は、「福祉避難所の設置及び管理運営に係る協定」を締結している福祉施設等の中か

ら福祉避難所を設置し、受入れを要請する。 

３ 浸水時緊急退避施設 

津波や洪水、高潮等による浸水想定区域内に所在する建築物で、次の要件に適合す

る建築物を施設管理者等との協定締結により指定し、「浸水時緊急退避施設」を表す

標識の設置等により周知を図る。 

⑴ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造で地上４階建以上の建

築物であること。 

⑵ 新耐震設計基準（昭和５６年６月１日施行）に適合していること、または、耐震

診断等により耐震性が確認された建築物であること。 

⑶ 地上４階以上の高さに、緊急一時的に退避できる場所(廊下や階段、集客スペー

ス等で、その合計面積が概ね１００㎡以上)を有すること。 

⑷ 緊急退避時に、容易に退避可能な構造(管理体制等を含む。)を有すること。 

 ４ 車中一時避難場所 

公園や公共施設駐車場のほか、民間施設駐車場で、次の要件に適合する駐車場等を

施設管理者等との協定締結により指定し、平時から当該施設の名称、住所、開設時期

などを市ホームページ等により周知を図る。 

⑴ 概ね３０台以上駐車可能な自走式立体駐車場又は平面駐車場であること。 

⑵ 避難者が利用可能なトイレを設けていること。 

⑶ 災害時は、施設の状況に応じて常時開放又は必要に応じて開放されること。 

 

第５ 浸水（洪水、内水、高潮、津波）からの住民の避難 

  《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

１ 浸水などにより、本市が開設した指定緊急避難場所への避難に危険が伴う場合は、

近くの浸水時緊急退避施設や堅固な建築物の上階等に緊急退避し、状況が落ち着くの

を待って、より安全な場所へ移動する。 

なお、洪水・浸水（内水）ハザードマップ、市防災情報共有システム、地理情報シ

ステム（ＧＩＳ）の防災情報等を活用し、日頃から地域の浸水想定状況を把握の上、

浸水時緊急退避施設や一時的な緊急避難先とする堅固な建築物の所在や避難経路等を

確認しておく。 

２ 浸水時緊急退避施設や堅固な建築物への避難に協力を得るため、自主防災組織等を

中心に日頃から建築物の管理者や居住者等を交えた地域ぐるみの避難体制の確立に取

り組む。 

また、浸水が想定される地域において、自主防災組織等が主体となって防災マップ

の作成や浸水時緊急退避施設の確保に取り組み、浸水時の避難体制を整備するととも

に、印刷物の配布や避難訓練等を通じて地域住民等へ周知する。 

 

第６ 自主避難の際の避難先 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課》 

気象等の状況に応じて住民等が自ら危険性を判断して避難（以下「自主避難」とい

う。）する場所は、原則として各自があらかじめ探しておく知人宅等とするが、自主

※ 指定基準 
① 被災者等を滞在させるため必要かつ適切な規模のものであること。 
② 速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布で

きる構造又は設備を有すること。 
③ 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること。 
④ 車両その他運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあること。 
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避難する場所が確保できない者に対し、本市は、避難可能な最小限の施設の提供に努

める。 

 

第７ 在宅避難者等及び車中生活を送る避難者への支援 

《危機管理室、各区地域起こし推進課》 

在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困難と

なる場合に備えて、在宅避難者等の支援方策を検討するよう努めるものとする。 

やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、車中泊避

難者の支援方策を検討するよう努めるものとする。その際、車中泊を行うに当たって

の健康上の留意点等の広報や車中泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものと

する。 

 

第８ 多様な避難所の確保 

必要があれば、あらかじめ指定した施設以外についても、災害に対する安全性を確

認のうえ、管理者の同意を得て避難所として開設する。 

また、自主防災組織等は、浸水時緊急退避施設に加えて、必要に応じ、一時避難施

設の確保に取り組む。 

さらに、要配慮者や被災者の収容状況及び避難生活の長期化に配慮し、公的宿泊施

設、旅館及びホテル等を避難先として借り上げるなど、多様な避難所の確保に努める。 

また、各施設所管課等は、所管施設内における避難者のための生活スペースの確保

に努める。その際、要配慮者等の状況に応じ、教育目的の使用との調整をあらかじめ

図った上で、空調設備が整った教室等の活用を考慮する。 

 

第９ 指定緊急避難場所等の開錠 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、各市有建築物管理担当課》 

指定緊急避難場所及び指定避難所の開錠については、施設管理者等（派遣職員を含

む）による開錠を原則とする。ただし、気象、災害等の状況により施設管理者等によ

る開錠が困難な場合に備えて、地元自主防災組織による開錠が行えるように、複数人

に鍵を寄託するなどの体制を整備するほか、自主防災組織及び地域内の他の団体との

連携を密にし、開錠体制の充実を図るとともに、定期的な開錠訓練を行うなど、迅速

な開錠が行える体制を整える。 

 

第１０ 指定避難所等の防災機能の強化 

《危機管理室災害予防課・災害対策課》 

大規模な火事に適合する指定緊急避難場所付近における火災の延焼拡大を阻止し、

避難住民の安全を確保するとともに、避難住民の飲料水を確保するための飲料水兼用

型耐震性防火水槽を維持管理する。また、必要に応じ、指定緊急避難場所への保存食

料等の備蓄について検討を進める。 

さらに、指定緊急避難場所及び指定避難所における感染症対策を適切に実施するた

め、従前から指定避難所等へ備蓄している物資に加え、非接触型体温計や専用スペー

ス確保用の自立型テント、フェイスシールド、ゴム手袋などの感染症対策物資を備蓄

する。 

また、指定避難所においては、災害時に速やかにタブレット端末等を配備し、関係

事業者と連携してインターネットを活用した情報収集体制を整備するとともに、電力

容量の拡大など防災拠点としての機能整備について検討を進める。 

 

（資料編） ２－５－２ 感染症対策物資の備蓄状況 

 

第１１ 避難誘導体制の確立 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課》 

大規模な火事に適合する指定緊急避難場所に案内標識を設置するとともに、避難路

を選定し、速やかに避難ができるよう平素から住民に避難誘導アプリや防災マップの
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周知を図り、災害種別ごとに避難すべき場所が異なることについての住民の理解を深

め、災害時の迅速・的確な避難行動の確保を図ることを目的とし、指定緊急避難場所

に災害種別ごとの適合表示をするとともに、津波、高潮の浸水想定区域内に立地する

指定緊急避難場所については、災害種別ごとの適合表示にあわせ、海抜表示を行う。

なお、表示に当たっては、日本工業規格に制定された指定緊急避難場所等のピクトグ

ラムを使用した表示内容とする。 

また、高齢者、障害者等自力で避難の困難な者に関しては、事前に援助者を決めて

おく等の支援体制の整備に努める。 

 

第１２ 避難情報を住民の避難行動につなげるための取組 

  《危機管理室災害予防課・災害対策課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

１ 高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保の対象区域の特定・整理 

避難情報を住民の避難行動につなげるため、高齢者等避難、避難指示及び緊急安全

確保を発令する対象区域の特定・整理を進める。 

なお、災害種別ごとの対象区域は、次の考え方により整理を進める。 

⑴ 土砂災害の場合は、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域とする。 

⑵ 洪水、高潮及び津波については、浸水想定区域を基本として、対象区域の特定・

整理を進める。 

⑶ 対象区域の特定・整理に当たっては、自主防災組織と連携して区長及び消防署長

が協議をして行うものとし、適宜、協議の上見直しを行う。 

２ 避難情報の伝達手段の充実 

住民一人一人が、急激な気象変化や災害種別に応じた的確な避難行動がとれるよ

う、ハード・ソフトともに情報伝達手段の充実を図るための検討を行っていく。 

 

第１３ 住民への周知 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、各消防署、下水道局河川防災

課、下水道局計画調整課》 

災害時における住民の自発的な避難を容易にするため、本市の広報紙、各種ハザー

ドマップ、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）の活用による防災

情報の発信、ホームページへの掲載、関係施設への掲出、防災教室等の利用、民間広

報出版物への掲載、広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤの活用等により、

住民に避難先の周知徹底を図る。 

なお、住民に避難先を周知する際には、次の事項を併せて周知するものとする。 

１ 急激な気象の変化に伴う避難情報の場合は、指定緊急避難場所がまだ開設されてな

い場合があるため、指定緊急避難場所以外の安全な場所へ移動することが必要になる

場合があること。 

２ 指定緊急避難場所やそれ以外の安全な場所へ避難するため、屋外を移動することが

かえって危険である場合は、指定緊急避難場所への移動ではなく、安全な場所で待避

することが必要になる場合があること。 

 

第１４ 避難体制整備の推進 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

区役所と消防署が連携・協力して、住民の避難行動につながる環境作りに積極的に

取り組み、避難体制の整備を推進する。 

なお、具体的な取組としては、自主防災組織の育成指導のほか、防災知識の普及啓

発、警戒避難体制の整備、訓練の実施などのほか、避難情報の発令のための平時から

の取組や、災害応急活動時の体制等について、事前の協議体制の構築などを行う。 

対象区域の特定・整理に当たっては、自主防災組織と連携して区長及び消防署長が

協議をして行うものとし、適宜、協議のうえ見直しを行う。 

 

（資料編） ２－６－１ 福祉避難所一覧表 

 ２－６－２ 浸水時緊急退避施設一覧表  
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 防災教育・訓練及び調査研究 
  

市民を対象とする防災教育、防災訓練等の効果を高めるためには、市民が自ら考え、学

び、行動する「市民の防災に対する主体的な姿勢」の醸成が重要になる。このため、防災

教育等の実施に当たっては、その冒頭において、自らの命は自ら守る「自助」、自分たち

のまちは自分たちで守る「共助」の役割の重要性について説明し、行政による「公助」の

限界を踏まえつつ、市民一人ひとりが自分は災害に遭わないという思い込み（正常性バイ

アス）を克服し、防災に対する意識を高め、防災教育等に主体的に取り組めるよう、明確

な動機付けを行う。 

 

第１ 防災知識の普及 

１ 市民に対する防災広報《企画総務局広報課、危機管理室災害予防課、消防局予防

課・各消防署、各区区政調整課・地域起こし推進課、動物愛護センター》 

防災週間や防災行事等を通じて、市民に対し、居住する地域の危険度や特性など、

災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえで、防災情報の入手方法やそれを入手した

際にとるべき基本的な行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、

避難所での行動等防災知識の普及・啓発を図る必要がある。このため、災害への備え

や災害時にどのように行動するかということについて、各種ハザードマップ・パンフ

レット、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）の防災情報、広島の

地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤ等を活用した防災教室等の各種行事を通じ

て、平時から市民の意識啓発や行動力の向上を図る。 

⑴ 広報の内容 

主な広報の内容は、次のとおりとする。 

ア 災害に関する一般知識 

イ 災害に対する平素からの備え 

(ア) 家庭又は事業所における予防安全対策（避難場所等の確認、安否確認方法の

確認、広島市防災情報メール配信システムへの登録、避難誘導アプリのダウン

ロード、出火防止対策、家具等の転倒防止対策、家庭動物との同行避難等） 

(イ) 家庭内備蓄の準備（ローリングストック等を活用した３日分以上、可能であ

れば１週間分程度の食料等の備蓄の確保） 

(ウ) 避難時に最低限必要となる非常持出品の準備 

ウ 防災情報（気象情報や避難情報等）の意味 

「注意喚起」、「警戒レベル３（高齢者等避難）」、「警戒レベル４（避難指

示）」、「警戒レベル５（緊急安全確保）」の意味、危険度の段階に応じて発信

する意図等 

エ 防災情報を入手した際に住民が取るべき、基本的かつ具体的な避難行動（安全

確保行動） 

(ア) 避難行動とは、指定緊急避難場所等への移動だけではなく、その他の安全な

場所にある親戚・知人宅等やホテル・旅館への移動も含まれること。 

(イ) 安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要はないこと。 

(ウ) 警戒レベル４（避難指示）で「危険な場所から全員避難」すべきこと。 

(エ) 屋外を移動することがかえって危険な場合は、屋内の安全な場所に留まるこ

とも有効であること。 

(オ) 急激な気象の変化に伴う避難情報の際には、指定緊急避難場所が開設されて

ない可能性があるため、その他の安全な場所への移動が必要になる場合がある

こと。 

オ 様々な条件下での災害時における心得・行動（身の安全の確保、火の始末

等）、緊急地震速報利用の心得 

カ その他必要な事項 
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⑵ 広報の方法 

主な広報の方法は、次のとおりとする。なお、要配慮者への広報に十分配慮す

る。 

ア 本市の広報紙「ひろしま市民と市政」、｢自主防災ひろしま｣及び社会教育施設

の発行する広報紙等の活用 

イ 本市ホームページ、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）の

防災情報の活用 

ウ 本市のテレビ・ラジオ広報番組及びニュースメディアの活用 

エ テレビ・ラジオ、新聞等報道機関への依頼 

オ 各種ハザードマップ・パンフレット等印刷物の配布 

カ 防災講演会・防災教室等の開催 

キ 疑似体験装置等の活用 

ク 広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤの活用 

２ 学校における防災教育《教育委員会事務局健康教育課、消防局消防団室、危機管理

室災害予防課》 

防災に関する学校教育の一層の充実を図るため、教職員を対象とした研修会を開催

する。研修会等の内容を踏まえ、各学校で風水害の原因や態様及び発生時の対策等に

ついて、関係の教科や領域において児童生徒へ発達段階に応じた指導を行う。また、

土砂災害防災教育の手引きを活用した授業を行う（小・中学校対象）とともに、学区

の地域特性を踏まえた具体的な防災教育を実施することにより、児童生徒の危険予測

能力や危機回避能力の向上を図る。 

また、消防団や自主防災組織等の協力を得ながら、避難（防災）訓練や安全に関す

る意識を高めるための行事の実施並びに防災関係機関、防災関係施設及び防災関係の

催しの見学等を適宜計画するなど、防災に対する理解や意識の向上を図るとともに、

一人一人が防災行動力を身に付けることができるように努める。 

さらに、地域の指定緊急避難場所及び指定避難所や、そこでの役割等についても指

導することで、家庭や地域での災害時における対応能力の向上を図る。 

３ 市職員の防災研修《危機管理室》 

市職員は、各種の防災情報と災害発生の関連性や災害対応における安全管理につい

て、各種会議、研修等のあらゆる機会を活用して知識と技術を習得するよう努める。 

災害発生時には計画実行上の主体として行動しなければならないことから、本計画

及び所属の分掌事務の対応マニュアル等を通じて、災害発生時に所属する局部課等及

び自身が行うべきことをあらかじめ十分に理解しておく。 

また、傷病者が多数発生した場合には、軽傷者の手当を行うことができるように応

急手当を習得しておくことが望ましい。 

要配慮者への対応や男女共同参画の視点を取り入れた災害対応について理解を深め

るよう努める。 

また、平常時には地域ぐるみの住民主体の「防災まちづくり」が進むよう、地域の

防災リーダーとして活動していく必要がある。 

そこで、災害発生時に適切な措置がとれるように、次の事項を中心として実践的な

職員研修を行う。 

⑴ 災害に係る知識に関すること。 

⑵ 災害対策に関すること。 

⑶ 災害発生時に、所属する局部課等が行うべきこと及び職員自身が行うべきこと。 

⑷ 応急手当に関すること。 

⑸ 「防災まちづくり」のための地域の防災リーダーの役割に関すること。 

⑹ 要配慮者への配慮や男女共同参画の視点を取り入れた災害対応に関すること。 
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（資料編） ２－７－１ 「広島市職員防災研修事業体系」 
 

第２ 防災訓練の実施・指導 

《危機管理室災害対策課、消防局警防課・予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

災害時における防災活動を円滑に行うため、本市及び防災関係機関は、防災週間等

を通じ、積極的に防災訓練を実施し、防災意識の高揚を図る。 

また、居住地、職場、学校等における防災訓練では、深夜、急激な気象の変化、指定

緊急避難場所が開設されていない場合など、様々な条件を想定して指導するとともに、

住民の災害発生時の避難行動、基本的な防災用資機材等の操作方法等の習熟を図る。 

さらに、災害時における相互応援等を円滑に行うため、他の地方公共団体や防災関

係機関、地域住民や事業者等と連携し、過去の災害教訓を踏まえた実践的な共同訓練

等の実施により、組織体制の機能や連携、要請手続等の確認を行い、訓練の結果を防

災計画の修正に反映させるなど必要な措置を講じる。 

１ 個別訓練の実施 

水防訓練、消防訓練、海上防災訓練等個別の災害を想定した訓練を繰り返し実施

し、防災関係機関の防災技術の錬磨を図る。 

２ 広島市総合防災訓練の実施 

毎年、原則として防災週間（８月３０日～９月５日）期間中に、防災関係機関等の

協力を得て、広島市総合防災訓練を実施し、災害応急対策の検証・確認（関係機関相

互の連携強化、応急活動技術の向上）を行う。広島市総合防災訓練は、市災害対策本

部運営訓練、捜索・救助・救護訓練、ライフライン応急復旧訓練、その他の訓練で構

成する。 

多数の防災関係機関等の参画が得られ、また多様な訓練を実施できるよう、風水害又

は地震による大規模災害の想定（原則として、風水害想定を３年に２回、地震想定を３

年に１回）で実施する。また、実践的訓練とするため、会場を分散して実施する。 
３ 区防災訓練の実施 

区役所、防災関係機関、災害ボランティア、区民及び事業所等が連携・協同して各

対 象 内                       容 実 施 担 当 

市 職 員 

１ 国等の実施する防災研修への職員派遣 
２ 危機管理研修会、新任区長等研修、新任防災担当職員研

修、その他必要な研修の開催 
危機管理室 

３ 新任係長級職員研修等の階層別研修における防災課目
の実施 

研修センター 

４ 部局内防災研修会の開催 各局・区等 

市 民 

１ 防災教室（巡回）の開催 
⑴ パネル展示、チラシ配布による知識の普及 
⑵ 消火実験、起震車利用等による体験訓練の実施 
⑶ 映写会（映画・ビデオ・スライド）の開催 

２ 地区防災研修会・講習会等の開催 
⑴ 区単位、地域単位の代表者を対象としたもの 
⑵ 災害危険区域等特定地区住民を対象としたもの 

各消防署 
各区地域起こし推
進課 

３ 本市の広報による防災知識の普及 
⑴ 広報紙「ひろしま市民と市政」、「自主防災ひろしま」

の利用 
⑵ 市ホームページ等の防災情報 
⑶ 本市のテレビ及びラジオ広報番組並びにニュースメ

ディアの利用 
⑷ 報道機関への依頼 

企画総務局広報課 
各区区政調整課・
地域起こし推進課 
危機管理室災害予
防課 
消防局総務課・予
防課 

４ 各種防災運動・行事の実施 
⑴ 火災予防運動、防災週間中における各種行事の実施 
⑵ 防災パレード・キャンペーン等の実施 
⑶ その他 

災害予防実施担当
局・区・課 

児 童 
生 徒 

１ 防災副読本等の作成・配布 
２ 防災訓練・講演会の実施 
３ 「土砂災害防災教育」の実施 

危機管理室災害予
防課 
教育委員会事務局
健康教育課ほか  
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種の訓練を実施し、災害時における防災関係機関相互の緊密な連絡協調体制を確立す

るとともに、区民の防災意識の高揚を図る。 

４ 学校での防災訓練の実施 

地域の特性を踏まえ、必要に応じて校外への避難訓練を行うなど、より実践的な防

災訓練を実施し、学校・家庭・地域等における防災について児童生徒の実践的な能力

と態度の養成を図る。 

また、災害発生時における保護者への児童生徒の引渡し方法等についても学校の危

機管理マニュアルに定め、保護者への周知徹底を図る。 

５ 防災訓練の指導・協力 

防災関係機関は、市民や事業所等が実施する防災訓練について必要な助言・指導を

行うとともに、積極的に協力するものとする。 

〈訓練の種類、回数及び実施主体〉 

（資料編） ２－７－２ 広島市防災訓練体系 

 

第３ 防災知識の普及・防災訓練における要配慮者等への配慮 

《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・障害自立支援課・精神保

健福祉課・健康推進課、こども未来局幼保企画課・幼保給付課・こども青少年支援

部、危機管理室、消防局警防課・予防課、各区地域起こし推進課、各消防署、市民局

市民安全推進課・男女共同参画課》 

防災知識の普及や防災訓練に当たっては、要配慮者の参画を得るとともに、要配慮

者や女性等の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整

備されるよう、要配慮者への支援意識の醸成に努めることに加え、家庭動物の飼養の

有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう努めるものとする。 

また、被災時に男女双方の視点に十分配慮することや、指定避難所、ボランティア

の活動場所等において、被災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもなら

ないよう、「暴力は許されない」意識の普及に努める。 

 

第４ 災害教訓の伝承 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくために、大規

模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整

理し、適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努める。 

また、市民に災害教訓の伝承の重要性について、自然災害伝承碑等も活用しつつ啓

発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保

存・公開等により、市民が災害教訓を伝承する取組を支援する。 

訓 練 の 種 類 回  数 実 施 主 体 

１ 総合防災訓練 
① 全市単位のもの 
② 区単位のもの 

２ 水防訓練 
① 全市単位のもの 

 ② 区単位のもの 
３ 消防訓練 

① 第４指揮体制訓練 
 ② 第３、第２指揮体制訓練 
 ③ 第 1 指揮体制訓練 
 ④ 航空訓練 
４ 海上防災訓練 
   (海難救助、油流出対策訓練を含む） 
５ 災害情報連絡訓練 
６ 避難・救助訓練 
７ 非常招集（動員）訓練 
８ その他防災に関する訓練 

 
年１回以上 
年１回以上 
 
年１回以上 
年１回以上 
 
随 時 
年２回 
随 時 
随 時 
年１回以上 
 
必要な都度 
必要な都度 
必要な都度 
随 時 

 
広島市防災会議 
各区・各消防署 
 
広島市防災会議 
各区・各消防署 
 
消防局 
各消防署 
各消防署 
消防局 
広島海上保安部 
消防局 
防災関係部局 
防災関係部局 
防災関係部局 
防災関係部局 

摘   要 上記の訓練は、２以上合同して実施する場合がある。  
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特に、災害の教訓等を年月の経過とともに風化させないために、地域において行う

土砂災害に関する防災訓練等を行う際には、本市で大きな被害が発生した６月２９

日、７月６日及び８月２０日に合わせて実施するなど、地域の災害環境に応じた研修

や訓練等を通じて災害教訓の伝承や住民の防災意識の醸成を図る。 

 

第５ 防災に関する調査研究 

《危機管理室》 

防災計画の策定及びこれに基づく各種施策の実施に当たっては、単に経験則による

だけではなく科学的な裏付けが必要である。 

このため、次の事項を中心として調査研究を進めるとともに、調査研究の結果につ

いて市民への適切な情報提供を行う。 

第６ 罹災証明書交付体制の整備 

《危機管理室災害予防課、財政局税務部固定資産税課、各区、財政局税務部各市税

事務所、都市整備局建築指導課》 

罹災証明書は、災害により被災した住家等について、その被害の程度を証明したも

のであり、被災者生活再建支援等の判断材料として極めて重要な役割を果たすため、

平常時から、住家被害の調査に従事する職員の育成や、他の地方公共団体等との連携

など、罹災証明書を遅滞なく交付するうえで必要な業務の実施体制の確保を図る。 

加えて、家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影する

など、生活の再建に資する行動について周知を図る。 

 

 自主防災体制の整備 
《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、消防局消防団室・予防課・

指導課、各消防署、市民局市民安全推進課・男女共同参画課》 

 

市民の生命、身体及び財産を災害から守るためには、消防機関をはじめとする防災関係

機関のみならず、市民による防災・防犯組織や、企業等も加わった地域ぐるみの自主防災

体制を確立することが必要である。 

このため、地域における自主防災組織の実践活動と企業の防災活動を促進し、市民等の

防災行動力の向上を図る。 

 

第１ 自主防災組織の実践活動の促進 

《危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、消防局予防課、各消防署、市民

局男女共同参画課》 

防災への関心を持ち、自主防災活動に参加し協力する市民を育てるとともに、自主

防災活動を実践していくリーダー等の人材育成を行うことにより、災害が発生した場

合に迅速かつ適切に対処できる自主的な防災対応能力の向上を図る。 

[協力担当：各消防団、関係部局、(一財)広島市都市整備公社防災部] 

１ 自主防災組織の主体 

自主防災組織は、地域における安全を確保するため、住民の一人ひとりが「自分た

ちの町は自分たちで守る」という固い信念と連帯意識のもとに、既設の町内会・自治

実    施    事    項 実施担当 

１ 自主防災組織の育成に関する調査研究 
２ 防災（水防）倉庫等防災設備の整備（新設、改良）に関する調査研究 
３ 総合防災情報処理システム等防災業務の効率化のためのシステム研究 
４ 被害想定、避難場所等・避難路の指定基準の設定及び市民防災意識調査の実施

等防災計画の指針となる事項の調査研究 
５ 災害の原因・経過等災害事象に関する調査研究 
６ 被災地又は防災業務の先進都市への視察調査 
７ その他防災に関する調査研究 
８ 上記調査研究成果の公表 

防災関係部局  
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会又はこれらの連合会組織を主体として、ほぼ市内全域に結成されている。 

自主防災組織の編成及び役割は、概ね次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

２ 防災知識等の普及・啓発 

災害時における自主防災組織の役割や活動内容を構成員に周知するため、各種ハザ

ードマップ・パンフレット、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）

の防災情報、広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤ、「平成 25 年度広島市

地震被害想定」等を活用したリーダー研修会や懇談会、防災に関する講習会・講演

会、さらには地域における防災フェア等各種行事の実施にあたり、東日本大震災の教

訓等を取り入れ、防災知識の普及・啓発を図る。 

また、地域において要配慮者に配慮し、支援する体制が整備されるよう努めるとと

もに、被災時の男女のニーズの違いや性的マイノリティなど、多様な視点が取り入れ

られるよう努める。 

３ 自主防災活動体制の充実強化 

災害による被害を最小限にとどめるためには、発災直後の地域住民による自主的か

つ組織的な防災活動が不可欠である。 

このため、救出・救急救護活動に使用する「防災活動資機材」や初期消火に必要な

資機材を活用した実践的な訓練を指導する。 

また、地域の消防団や自主防災組織相互の連携強化、活動支援等により防災行動力

の向上を図るとともに、自主防災組織と社会福祉施設等との協定の締結等により、連

携・協力体制を強化する。 

４ 自主防災組織のリーダーの養成 

自主防災組織が活発な活動を行うには、行動力のあるリーダーの存在が不可欠である。 

このため、防災士の資格取得制度を活用して、防災に関する知識を有し、防災活動の

面で自主防災組織の会長をサポートする地域防災リーダー（防災士）の養成を行う。  

養成後は、継続的に防災知識や技術を維持・向上させるためのフォローアップ研修

や自主防災組織の活動に役立つ情報を掲載した「自主防災ひろしま」「たちまち防

災」の発行等により、地域防災リーダーが、防災訓練、防災研修会の企画・運営や、

災害時の避難所運営等の地域の防災活動に円滑に携われるよう支援することで、次世

代のリーダーの養成及び自主防災組織の充実強化を図る。  

さらに、自主防災組織の会長や地域防災リーダーに対し、地域で男女共同参画の視

点を取り入れた防災活動を行うための研修等への参加を呼びかけるとともに、ホーム

ページ等の各種媒体を活用した情報発信により、防災士養成講座への女性の受講を促

すことで、女性の地域防災リーダーの養成を促進する。 

５ 自主防災組織の活動環境の整備 

自主防災組織の継続的かつ活発な活動を促進するためには、自主防災組織が活動し

やすい環境を整備する必要がある。 

このため、自主防災組織育成基金制度等の充実・発展に努める。 

６ 自主防災組織の活動の活性化 

自主防災組織の活動の活性化を図るためには、平素において地域住民が全員で取り

組める共通の防災学習活動を持つことが有効であることから、各種ハザードマップ、

市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）の活用による防災情報の発信

及び広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤ等により住民の防災意識を高める

とともに、自発的な防災活動の裾野を広げる効果があり災害発生時における素早い活

動による被害軽減が期待できる「防災マップ」の作成、「指定避難所運営マニュア

ル」の作成・見直しに取り組むことを積極的に働きかける。 

本部・班 平常時の活動 災害時の活動 

本 部 
組織の総括及び運営指導 
防災訓練の実施 

防災関係機関との連絡調整 
各班の調整・指導 

情報連絡班 防災知識の普及高揚 情報の収集伝達 
応急活動班 火災予防その他の災害予防 初期消火等災害の初期対応 
避難誘導班 避難計画の作成 避難誘導 
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さらに、避難体制の強化を図るため、実効性があり、かつ住民の参加が期待できる

避難訓練の実施に重点を置いて働きかける。 

なお、運営マニュアルについては、要配慮者や男女双方の視点に十分配慮するた

め、要配慮者や女性の参画を得て作成し、適宜見直しを行う。また、検証訓練につい

ては、女性の参加の促進に努めるとともに、訓練の実施にあたり「福祉避難所の設置

及び管理運営に係る協定」を締結している福祉施設等との連携を図る。 

 

第２ 地区防災計画作成の促進 

≪危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、消防局予防課≫ 

市民及び事業者等が自発的に行う地区防災計画の作成に対し助言等の支援を行い、

同計画作成の促進に努めるものとする。 

市民等は、作成した地区防災計画の素案を市防災会議に提案することができ、提案

を受けた市防災会議は、必要があると認めるときは、当該計画を地域防災計画に定め

る。 

地区防災計画を作成した市民等は、計画に従い、防災活動を実施するとともに、防

災訓練等の日頃の防災活動を踏まえて、計画の見直しに努めるものとする。 

本市において作成されている地区防災計画は次のとおりである。 

 

 

 

（資料編）２―８―１ 広島市地区防災計画の提案に関する要綱 

 

第３ 少年消防クラブ等の育成指導 

《消防局予防課、各消防署》 

地域の防火を推進するためには、民間防火組織に依存するところが大事であること

に鑑み、現在組織されている少年消防クラブ等民間防火組織に対し、より一層の育成

指導を推進する。 

[協力担当： (一財)広島市都市整備公社防災部] 

 

第４ 消防団の充実強化 

東日本大震災をはじめ、地震、局地的豪雨等による災害が各地で頻発し、消防団や

自主防災組織の活動など、地域防災の重要性はますます増大している。このため、地

域に密着し、災害が発生した場合に地域で即時に対応することができる消防団が、そ

の中核的な役割を果たすことを踏まえ、消防団のより一層の充実強化を図る。 

１ 消防団の強化 

消防団は、将来にわたり地域防災の中核として欠くことのできない代替性のない存

在であるとの認識のもと、消防団の強化を一層推進する。 

２ 消防団への入団促進 

自らの地域は自らで守るという住民の意識の啓発を図り、消防団への積極的な入団

を促進する。特に、将来の地域防災を担う若年層や、地域コミュニティとの結びつき

が強い女性の入団を促進する。 

３ 事業所等の協力体制の推進 

消防団員は被用者の割合が高いことから、事業所等に勤務する消防団員が活動しや

すく、また事業所等の従業員が消防団へ入団しやすい環境とするため、事業所等の消

防団に対する事業所等の理解と協力を得るための取組を推進する。 

４ 消防団車庫、車両及び装備 

消防団の活動拠点となる消防団車庫の建替及び車両の更新等を計画的に行うととも

に、防災活動、安全対策、情報連絡等に関する装備の充実を図る。 

５ 消防団員の教育訓練 

消防団員の安全確保及び能力の向上を図るため、消防団員の教育訓練を充実すると

ともに、参加しやすい環境整備を推進する。 

 

番号 行政区 地区名 計画名 規定年度 資料編 

１ 東区 早稲田学区 早稲田学区地区防災計画 令和４年度 ２－８－２ 
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第５ 自主防犯組織の育成強化 

地域住民による地域安全活動の中核となる防犯組合連合会等の自主防犯組織に対し

て、環境浄化活動、防犯訓練の実施や防犯用資機材の整備等に関し、助成その他の支

援を行う。 

 

第６ 企業防災活動の促進 

《危機管理室災害予防課、消防局予防課、各消防署、経済観光局経済企画課・中小企業支援課》 

企業の防災意識の高揚を図り、災害時における初期消火、避難誘導等を行う自衛消

防組織の育成・強化等、企業の防災活動の促進を図るとともに、平常時においても防

災に関するあらゆる備えを企業自らが行うように取り組む。 

[協力担当： (一財)広島市都市整備公社防災部] 

１ 企業の果たすべき役割と責任 

災害時において、企業は、従業員や顧客等の安全確保をはじめ、生活必需品等の安

定供給など市民生活の安定を図るための経済活動の維持、地域コミュニティの構成員

としての地域住民への積極的な社会貢献活動など、重要な役割と責任を有している。 

このため、企業は、これらを十分認識のうえ、災害時の活動マニュアル等を作成

し、従業員に周知するとともに、防災訓練等を実施するなど防災体制を整備し、防災

活動の推進に努めるものとする。 

さらに、事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等

が屋外を移動することのないよう、また、避難による混雑・混乱等を防ぐため、テレ

ワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

本市は、企業のトップから従業員に至る防災意識の高揚を図るため、企業防災マニ

ュアルの作成等を実施する。さらに、地域コミュニティの構成員としての企業に対し

て、地域の防災訓練への積極的な参加や地域の自主防災組織との応援協定の締結の呼

びかけを行うとともに、防災に関する助言等を行う。 

２ 企業の自衛消防活動の促進 

災害時においては、建物の損壊のほか、火災の発生、危険物、高圧ガス及び火薬類

（以下本編において「危険物等」という。）の流出等の二次災害の危険性がある。企

業にあっては、その職種や規模は千差万別であるが、使用する火気及び危険物等は一

般の家庭よりも大量であり、災害時における発災の危険性はより大きい。 

このため、建物の構造や用途、使用状況等から起こり得る発災の危険を排除し被害

の軽減を図るべく、事業所における防災対策の強化に努める。 

⑴ 消防計画の整備 

企業の自主防災体制をより一層充実させるため、災害時における被害の防止又は

軽減、二次災害の防止等を盛り込んだ消防計画の整備を図り、災害時の対応に万全

を期すよう指導する。 

⑵ 防災訓練の指導 

企業の自衛消防組織が災害時において迅速かつ的確な防災活動を行うためには、

日頃から防災訓練を積み重ね、組織構成員一人ひとりが必要な知識や技術を身に付

けておくことが大切である。 

また、企業の自衛消防組織は、自衛のための活動にとどまることなく、近隣地域

での災害に対しても被害軽減のために自発的な応援活動を行うことが望まれる。 

消防局では、企業が定期的に行う初期消火、通報避難等の訓練に出向するととも

に、企業の自衛消防組織により消火技術を競う自衛消防隊消防競技大会を毎年開催

し、防災訓練や消防技術の指導を行ってきたところである。 

今後とも、企業の自衛消防組織の訓練指導を実施するとともに、地域の防災訓練

への企業の積極的な参加を促し、地域との連携活動が促進されるよう指導を図る。 

⑶ 防災意識の高揚 

消防局では、企業が行う定期的な自衛消防訓練に合わせて、企業の従業員に対し

て防災上必要な知識等について指導を行うとともに、防火管理者講習、専科講習
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会、危険物保安講習会等各種講習会を通じて、企業の防災意識の高揚を図ってきた

ところである。 

今後とも、企業の防災意識をより一層高めるため、防災訓練や講習会等あらゆる

機会を通じて啓発を図る。 

⑷ 予防査察の実施 

企業における出火危険及び延焼拡大危険を排除するため、消防法に基づく予防査

察を通じて、火気使用設備器具の安全管理、消火設備や避難設備の適正管理等につ

いて指導する。 

⑸ 危険物施設等の安全確保 

危険物等を保有する企業における発災を防止するため、関係機関の協力により自

主保安体制の確立、従業者への保安教育・訓練等による危険物等取扱いに対する保

安意識の向上に努めるよう企業を指導する。 

特に、法令で予防規程又は危害予防規程の制定が義務付けられている危険物施設

等に関しては、防災対策の一層の充実・強化を指導する。 

３ 事業継続計画の策定・運用の促進 

企業は、災害時の企業が果たす役割を十分に認識し、各企業において災害時に重要

な業務を継続するための事業継続計画を策定・運用するように努める。 

本市は、各種災害の想定に係る基礎的データ等を情報提供するとともに、必要に応

じ、企業のための事業継続計画策定のセミナー等を実施する。 

本市、商工会・商工会議所は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組

等の防災・減災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策

定・運用に努めるものとする。 

本市は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害発生時に

中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるものとする。 

 

 要配慮者に係る災害の予防対策 
 

災害時において自分の身体・生命を守るための判断や行動が特に困難な高齢者、障害

者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）を災害から保護す

るため、すべての人が助け合いながら地域社会の中で共に生活できるように、災害予防対

策の推進を図る。 

 

第１ 要配慮者の現況 

《市民局国際化推進課、健康福祉局高齢福祉課・障害福祉課・健康推進課・精神保

健福祉センター、こども未来局こども未来調整課》 

本市における要配慮者のうち、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児及び外国人市民

の現況は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 心身障害者・児数は、身体障害者手帳・療育手帳の所持者数である。 

※２ 精神障害者数は、精神障害者保健福祉手帳の所持者数である。 

※３ 難病患者数は、指定難病受給者証の所持者数である。 

 

種      別 人  数 （人） 資  料  出  所 

高  齢  者 （ 6 5 歳 以 上 ） 308,694 住 民 基 本 台 帳（R5.3.31） 

一人暮らし高齢者（65 歳以上） 63,569 令 和 ２ 年 度 国 勢 調 査 

心 身 障 害 者 ・ 児 ※１   48,998 障 害 福 祉 課（R6.3.31） 

精  神  障  害  者 ※２   19,354 精神保健福祉センター（R5.3.31） 

難 病 患 者 ※３   9,999 健康推進課 （R5.3.31） 

乳 幼 児 （ ０ ～ ６ 歳 ） 64,664 住 民 基 本 台 帳（R5.3.31） 

外 国 人 市 民 21,594 住 民 基 本 台 帳（R6.3.31） 
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第２ 要配慮者に係る災害の予防対策 

１ 要配慮者世帯における防災対策の推進《健康福祉局高齢福祉課・障害福祉課・障害

自立支援課・精神保健福祉課、消防局予防課》 

⑴ 防災指導の実施 

在宅ひとり暮らし高齢者世帯等を対象とした防火訪問を実施し、個別指導を行う。 

⑵ 住宅用防災機器等の普及促進 

住宅用消火器、住宅用火災警報器、緊急連絡器具及び防炎製品等の普及の促進を

図る。 

２ 社会福祉施設・病院における防災対策の推進《健康福祉局高齢福祉課・介護保険

課・障害自立支援課・精神保健福祉課、消防局予防課・指導課》 

⑴ 防災設備の設置促進等 

実態に即した消防用設備等の設置促進及び維持管理の適正化を指導する。 

⑵ 防火管理体制の強化 

夜間を想定した避難訓練等の実施を指導し、夜間における防火管理体制の強化を

図る。 

⑶ 非常用電源の確保 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発

災後72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

３ 外国人市民に対する防災対策の推進《市民局国際化推進課、危機管理室災害予防

課》 

外国人市民の災害時における行動力を高めるため、指定緊急避難場所等の標識の英

字併記などの整備を進めるとともに、外国人市民対象の防災研修や、住民基本台帳の

新規登録者世帯等へ配布する外国人市民のための生活ガイドブック（リーフレット

版）、避難誘導アプリなどにより、防災情報の提供を積極的に推進する。 

また、指定避難所で日本語に不慣れな外国人との意思疎通を円滑に行うとともに、

生活を支援するため「外国人避難者対応シート」及び「多言語表示シート」を作成

し、指定避難所へ配備するとともに、職員や市民等が活用できるようホームページへ

掲載して周知・啓発する。 

４ 避難救護体制の整備《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・障害

自立支援課・精神保健福祉課、消防局警防課》 

⑴ 連絡・通報体制の整備 

非常通報装置の設置、ファックスの給付等により、緊急時の通報の迅速化を図

り、速やかな避難・救護体制を整備する。 

⑵ 要配慮者情報伝達体制の整備 

要配慮者の実態把握に努め、迅速な救助・避難誘導を行うため、消防通信指令管

制システムを活用し、要配慮者情報を迅速・的確に災害現場へ伝達する体制を整備

する。 

⑶ 避難所の整備 

要配慮者に配慮した福祉避難所を整備するとともに、必要に応じて一般の避難所

に区画されたスペースを設けるなど、要配慮者に配慮した避難所の確保に努める。 

⑷ 避難路の確保 

要配慮者が指定緊急避難場所等まで安全に避難できるように、避難路に障害物等が

ある場合は、当該物件の除去、保安その他必要な措置を講じ、避難の円滑化を図る。 

５ バリアフリー化の推進《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・障

害自立支援課、道路交通局道路課・公共交通政策部・交通施設整備部、各市有建築

物管理担当課》 

⑴ 都市環境のバリアフリー化の推進 

障害者や高齢者をはじめ、市民の誰もが安全かつ円滑に避難し、利用できるよ

う、公共建築物・道路・公園等における段差の解消、スロープや手すりの設置な

ど、都市環境のバリアフリー化を積極的に進める。 

また、公共交通機関等のバリアフリー化の促進支援に努める。 
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⑵ 市民意識の啓発 

民間建築物のバリアフリー化を一層促進するため、民間事業者や市民の意識啓発

に努める。また、市民相互が助け合い、障害がある人もない人も、高齢の人も、若

い人も、共に住み慣れた地域で安心して暮らせる社会をつくるため市民の介護支援

意識の醸成を図る。 

  

第３ 避難行動要支援者に係る支援体制 

  《危機管理室危機管理課・災害予防課、健康福祉局健康福祉企画課、消防局警防

課・予防課、各区地域起こし推進課・地域支えあい課》 

１ 避難行動要支援者の定義等 

「避難行動要支援者」の定義は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある

場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ため特に支援を要する者とする。その範囲は、次に掲げる者のいずれかに該当する者

とする。ただし、社会福祉施設等へ入所等している者は、原則として含まない。 

⑴ 高齢者等（介護保険法で規定されている要介護状態区分が要介護３以上の者） 

⑵ 身体障害者（身体障害者福祉法で規定されている身体障害者手帳１～２級又は肢

体不自由３級の者） 

⑶ 知的障害者（厚生労働大臣が定めるところにより療育手帳の交付を受けている者

のうち○Ａ 又はＡ判定の者） 

⑷ 精神障害者（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律で規定されている精神障

害者保健福祉手帳１級の者） 

⑸ 難病患者（難病患者であって、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に規定する障害福祉サービス等のうち居宅介護、短期入所、補装具費

の支給又は日常生活用具の給付のサービスを受けている者） 

※ 上記に該当する者に準ずる状況にあって、自力での避難が困難であると市長

が認める者は、対象とすることができる。 

２ 避難支援等関係者となる者 

避難支援等関係者となる者は、避難行動要支援者の居住する地区に所在する者であ

って次に掲げるものとする。 

⑴ 自主防災組織 

⑵ 町内会・自治会 

⑶ 地区社会福祉協議会 

⑷ 民生委員・児童委員 

⑸ 消防団 

⑹ 地域包括支援センター 

⑺ 障害者基幹相談支援センター 

⑻ その他避難支援等の実施に携わる関係者として市長が認める者 

３ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成・情報共有・管理の流れ 

⑴ 避難行動要支援者名簿の作成・情報共有・管理 

ア 福祉情報システム等を活用し、避難行動要支援者を全市で一括してリストアッ

プし、それを基に避難行動要支援者名簿を作成する。 

イ 避難行動要支援者名簿は、広島市の関係部局が情報共有・管理するとともに、

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生

命又は身体を災害から保護するために特に必要があると市長が認めるときは、避

難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、提供する

ことができる。 

⑵ 同意確認 

ア 災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援者及び避難支

援等関係者に対し、名簿情報を提供することについて、避難行動要支援者本人の

同意を確認する。 

イ アの同意を得た者について、次に掲げる事項を避難行動要支援者名簿のうち同

意者リストに登録する。 
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(ア) 氏名 

(イ) 生年月日 

(ウ) 性別 

(エ) 住所又は居所 

(オ) 電話番号その他の連絡先 

(カ) 避難支援等を必要とする事由 

(キ)  (エ)の場所の災害（土砂災害、洪水、高潮、津波）の危険性の有無 

(ク) その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

ウ 同意者リストは、広島市の関係部局及び避難支援等関係者で情報共有・管理す

る。 

⑶ 個別避難計画の作成等 

ア 広島市の関係部局は、避難行動要支援者ごとに、当該避難行動要支援者につい

て避難支援等を実施するための個別避難計画（避難場所や避難支援者等、避難に

必要な具体的事項を記載）を作成するよう努める。ただし、個別避難計画を作成

することについて同意が得られない場合は、この限りではない。 

イ 個別避難計画は、要介護度や障害の等級等の避難行動要支援者本人の心身の状

況及び世帯の状況並びに地域におけるハザードの状況を考慮し、計画作成の優先

度が高いと思われる者について、令和７年度までを目途に、避難支援等関係者な

どの協力を得て、作成する。なお、計画作成の優先度を判断する上で必要な場合

は、高齢者地域支え合い事業などを活用する。 

ウ 個別避難計画の作成に必要な個人情報は、原則、郵送や訪問等の方法により本

人又はその家族等から聴取することとするが、当該計画の作成に必要と認める場

合には、社会福祉施設等の民間事業者に対して当該避難行動要支援者の情報提供

を求めることができる。 

エ 個別避難計画は、避難行動要支援者本人、避難支援者及び避難支援等関係者の

間での共有に努める。 

⑷ 避難行動要支援者名簿等に係る情報共有・管理に当たっての留意事項 

ア 避難行動要支援者名簿、同意者リスト及び個別避難計画に係る情報の提供に当

たっては、その情報の提供を受ける者に対して情報の漏えいの防止のために必要

な措置を講ずるよう求めること、その他の当該情報に係る避難行動要支援者及び

第三者の権利利益を保護するための必要な措置について、広島市避難行動要支援

者避難支援全体計画の定めるところにより講ずるものとする。 

イ 従前より作成している避難支援プラン及び「広島市における常時人工呼吸器使

用患者の災害時の避難に係る個別避難計画作成要綱」に基づいて作成する計画

は、個別避難計画と位置付ける。 

⑸ 避難行動要支援者名簿等の追加、更新等 

避難行動要支援者名簿及び同意者リスト並びに個別避難計画は、適宜、避難行動

要支援者又は避難支援等関係者からの情報提供により最新の情報に更新するものと

する。また、避難行動要支援者名簿及び同意者リストについては、福祉情報システ

ム等を活用して、少なくとも年１回、追加・削除等を行う。 

⑹ 避難行動要支援者のうち、土砂災害や洪水などの危険区域に居住する避難行動要

支援者宅等に迅速かつ確実に避難情報を伝達するため、ＰＵＳＨ型（発信者側の操

作により自動伝達するタイプ）の伝達を受信可能な仕組みを整備する。 
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 災害ボランティア活動の環境整備 
 

災害時において、個人・団体等のボランティア活動やＮＰＯ・ボランティア団体による

活動等が円滑に行われるように、平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア団体の活動

支援やリーダーの育成を図るとともに、日本赤十字社や広島市社会福祉協議会等のボラン

ティア調整機能を有する団体と連携しながら、災害ボランティア活動の環境整備を図る。 

 

第１ 広島市災害ボランティア活動連絡調整会議の設置 

  《市民局市民活動推進課、健康福祉局健康福祉企画課、危機管理室災害予防課》 

１ 目的 

大規模災害時における被災者の安全確保や生活支援等の災害ボランティア活動に係

る諸問題の検討及び行政と災害ボランティア相互の連携を強化し、円滑な災害ボラン

ティア活動が行えるように環境の整備を図ることを目的とする。 

２ 審議事項 

⑴ ボランティア活動の役割・内容に関する事項 

⑵ ボランティアコーディネートに関する事項 

⑶ ボランティア関係団体との情報連絡に関する事項 

⑷ ボランティア活動の支援に関する事項 

⑸ ボランティア活動に係る研修・訓練に関する事項 

⑹ 災害発生時における市災害ボランティア本部の設置及び廃止に関する事項 

３ 会議のメンバー 

（社福）広島市社会福祉協議会、広島市民生委員児童委員協議会、日本赤十字社広

島県支部、（公財）広島ＹＭＣＡ、広島市地域女性団体連絡協議会、日本ボーイスカ

ウト広島県連盟、（一社）ガールスカウト広島県連盟、（一社）広島青年会議所、広

島商工会議所、連合広島 西部地域協議会、（特非）ひろしまＮＰＯセンター、Ｓe

ＲＶ広島、（特非）コミュニティリーダーひゅーるぽん、（特非）ＡＮＴ－Ｈｉｒｏ

ｓｈｉｍａ、カトリック広島教区 カリタス広島、広島県災害復興支援士業連絡会、

生活協同組合ひろしま、（公社）青年海外協力協会中国支部、（特非）もりメイト倶

楽部Ｈｉｒｏｓｈｉｍａ、（特非）ひろしま自然学校、（公財）広島市文化財団、広

島市防災士ネットワーク、広島市 等 

 

第２ 広島県社会福祉協議会との連携 

《市民局市民活動推進課》 

災害時には、広島県社会福祉協議会が設置する広島県被災者生活サポートボランテ

ィアセンターと連携し、特別な資格・技能を要する災害ボランティアの調整等が行え

るように、平常時から広島県社会福祉協議会等との情報交換及び調整に努める。 

 

第３ 災害ボランティアの受入体制 

《市民局市民活動推進課、健康福祉局地域共生社会推進課、各区区政調整課・地域

起こし推進課》 

災害発生時においては、行政と災害ボランティア相互の連携及び災害ボランティア

相互の連携を図るとともに、特別な資格・技能を有しない一般ボランティアのコーデ

ィネートを行うため、平常時から、本市及び市・区社会福祉協議会は、災害ボランテ

ィアの受け入れ体制の迅速かつ適当な設置のための情報交換及び調整を行う。 

 

第４ 災害ボランティアの安全確保 

《市民局市民活動推進課》 

市災害ボランティア本部においては、災害ボランティアの安全が確保されるよう、

活動に必要な情報提供を行う等の環境整備を図るものとする。 

 



 

71 

第５ 災害ボランティアの活動拠点及び資機材の提供等 

《市民局市民活動推進課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

本市は、災害ボランティアの活動支援として、必要に応じて庁舎、公民館、学校な

どの一部を災害ボランティア間の情報交換などを行う活動拠点として確保するととも

に、必要な事務用品や電話などの資機材の貸出し又は提供を行うため、平常時から調

整を行う。 

 

第６ 専門ボランティアの登録制度及びＮＰＯ・ボランティア団体の情報把握 

災害時における災害ボランティア活動を迅速かつ有効に進めるため、平常時から、

医療、介護、通訳、無線通信、建築物の応急危険度判定、ボランティアコーディネー

ター等の資格・技能を有する職員を把握し、本人の意思に基づいて専門ボランティア

として登録するとともに、同様の資格・技能を有する市民の専門ボランティアの把握

については、登録制度の活用も含め、広島県や関係機関等と連携を図りながら検討す

るものとする。 

また、ＮＰＯ・ボランティア団体の情報についても、広島県や関係機関等との連携

により、平常時から把握しておく。 

 

第７ ボランティア保険制度 

《市民局市民活動推進課》 

災害ボランティア活動中の事故による負傷等に備えて、全国社会福祉協議会のボラ

ンティア活動保険への加入について普及・啓発を図る。 

 

 帰宅困難者対策 
《道路交通局公共交通政策部、危機管理室災害予防課、都市整備局都市機能調

整部》 

 

公共交通機関が運行を停止し、自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生し

た場合には「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑

制を図るとともに、必要に応じて、滞在場所の確保などの帰宅困難者等への支援を行う。 

大規模地震により公共交通機関の運行が停止した場合には、自力で帰宅することが困難

な者及び徒歩帰宅者が多数発生し、混乱が想定されることから、関係機関及び企業等と連

携・協働して次の帰宅困難者対策を図るものとする。 

１ 「むやみに移動を開始しないこと」や「安否確認の必要性やその確認手段」など、

日ごろからの備えの大切さについて広報する。 

２ 事業所や施設等の備えとして、一定期間従業員や施設利用者等が滞在できるよう、

食料や飲料水などの必要な物資の備蓄等を促す。 

３ 個人（通勤・通学などで外出している人）の備えとして、徒歩帰宅や一時的な避難

に備えて携帯食料やペットボトル飲料などの必要な物資を準備しておくことの大切さ

を啓発する。 

４ 災害時における公共交通機関の運行情報を提供する。 

５ コンビニエンスストア等の災害時帰宅支援ステーションにより徒歩帰宅者を支援

（水道水、トイレ、道路情報・災害情報等の提供）する。 

６ 一時滞在施設の確保に努める。（「災害時における施設等の提供協力に関する協定

書」に基づき帰宅困難者への支援協力を行う対象施設は、資料編２－６－３のとお

り。） 

７ 安否確認の必要性や安否確認手段を周知する。 

８ 都市再生特別措置法に基づき都市再生安全確保計画が策定された広島都心地域につ

いては、同計画に基づいて官民連携により、帰宅困難者対策を推進していく。 
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 安否確認対策 
《危機管理室災害予防課》 

 

大規模災害が発生した場合に、家族・友人等の安否や事業所等における従業員や顧客、

従業員の家族等の安否を確認する手段として、電気通信事業者の「災害用伝言ダイヤル１

７１」や「災害用伝言板サービス」、「災害用音声お届けサービス」などの活用方法につ

いて、市ホームページや防災パンフレット等により周知し、利用促進を図る。 

 

 広域的な受援体制の整備 
《危機管理室危機管理課》 

 

大規模災害により、本市が被災した場合に、大都市等との応援協定等の広域支援に基づ

く応援物資や職員などの受入れを効果的に行うため、情報連絡体制、集結場所及び活動拠

点、活動内容等の調整、宿泊施設及び応援職員への対応等を定めた「広島市受援計画」に

基づいた受入を行う。同計画は、協定等の見直しなどを受け、適宜必要な修正を行う。 

 

（資料編） ２－１３－１ 広島市受援計画 

 

 業務継続計画の策定 
《危機管理室危機管理課》 

 

災害発生時において、限られた人的・物的資源（職員、庁舎、ライフライン、情報シス

テム等）を効率的に活用し、災害応急対策業務及び業務継続の優先度が高い通常業務など

「非常時優先業務」の早期着手や業務レベルの向上を図り、市民の生命、身体、財産及び

生活等の保護を図るため、業務継続計画を策定する。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、定期的

な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の

見直しなど、必要に応じて計画の改定を行う。 

 

 廃棄物・土砂の処理体制の整備 
 

第１ 災害廃棄物処理計画の策定 

《環境局環境政策課》 

災害廃棄物の適正かつ迅速な処理を行い、もって市民の生活環境を衛生的に保持

し、速やかな復旧・復興を推進していくことを目的として「広島市災害廃棄物処理計

画」を策定する。災害廃棄物等の処理体制については、以下に示すほか、同計画に基

づき整備する。なお、同計画は、適宜検討を加え、必要な修正を行う。 

 

第２ ごみ及びし尿の処理体制の整備 

  《環境局環境施設部・業務第一課・業務第二課》 

１ 被災地の衛生状態の保持のため、被災家屋の片付け等に伴い排出される片付けご

み、避難所から排出される避難所ごみ及び通常の生活により排出される家庭ごみ（以

下「片付けごみ等」という。）並びに仮設トイレ等からの汲取りし尿等（以下「し

尿」という。）を迅速に処理するため、効果的な組織体制を整備する。 

片付けごみ等及びし尿の発生量が本市の処理能力を超えることを想定し、車両、機

材、人員及び処理施設を確保するため、関係機関と協議するとともに、ごみの収集運

搬については広島市廃棄物処理事業協同組合と、ごみ収集車両の提供については建設

機械レンタル会社等と協力協定を締結し、処理体制を整備する。 
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２ 指定避難所等の生活環境を確保するための仮設トイレの早期設置を図るため、仮設

トイレレンタル業者と協力協定を締結する。 

３ 本市の廃棄物処理施設について、施設自体が被災する可能性もあることから、復旧

体制の整備等必要な災害対策を講じる。 

 

第３ 災害廃棄物及び土砂の処理体制の整備 

《環境局環境政策課・環境保全課・環境施設部・業務第一課・産業廃棄物指導課、経

済観光局農林整備課、都市整備局緑政課、道路交通局道路課、下水道局河川防災課》 

災害廃棄物（片付けごみ及び倒壊・流失等によりがれき状態になった建物・解体廃

棄物、土砂と廃棄物が混ざった混合廃棄物など、撤去が必要な撤去ごみをいう。以下

同じ。）及び土砂の処理体制を整備する。 

１ 連携体制の確立 

関係部局の役割を明確にし、災害発生時における連携体制を確立する。 

２ 資機材・人員の確保 

災害廃棄物及び土砂の発生量を想定したうえで、それを仮置場又は処分場へ運搬す

るために必要な重機・トラック等の資機材・車両及び人員を確保できる体制を整え

る。 

３ 仮置場・処分場の確保 

災害時に発生する多量の災害廃棄物及び土砂を的確に処分するため、処分場及び仮

置場の候補地を次のとおり選定する。また、仮置場として利用可能な他の場所につい

ても、選定を進める。 

⑴ 処分場の候補地 

恵下埋立地（災害廃棄物） 

⑵ 仮置場の候補地 

 

 

 

４ 処分方法 

災害廃棄物及び土砂の処分に当たっては、適切な分別を行うことにより、可能な限

りリサイクルに努めるものとし、そのための方策を検討する。 

 

（資料編） ２－１５－１ 広島市災害廃棄物処理計画 

 参考業一－１ 災害一般廃棄物の収集運搬に関する協定書 

 参考業一－２ 災害時におけるごみ収集車両の提供に関する協定書 

 参考業二－１ 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定書 

 

 市域外からの避難者受入体制の整備 
《危機管理室災害予防課》 

 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の規定に基づき、本市以外の市町村の被災

住民の受入れについて協議を受けた場合は、本市も被災している等の正当な理由がある場

合を除き、「広域避難受入計画」に基づき被災住民等を受け入れるものとし、同計画は、

広域避難に係る国の支援体制の検討状況等を踏まえて、適宜、必要な修正を行う。 

 

（資料編） ２－１６－１ 広域避難受入計画 

  

西区竜王公園、安佐南区広島広域公園、安佐北区可部運動公園 
安芸区瀬野川公園、佐伯区佐伯運動公園 


